
条例番号 条     例     名 所  管  名 公 布 年 月 日

条例第３号
さいたま市区の設置等に関する条例の一部を

改正する条例
区 政 推 進 部 令和元年７月９日

条例第４号 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例 税 制 課 令和元年７月９日

条例第５号 さいたま市森林環境整備基金条例 農業環境整備課 令和元年７月９日

条例第６号
さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例の一

部を改正する条例
学 事 課 令和元年７月９日

条例第７号
さいたま市災害弔慰金の支給等に関する条例

の一部を改正する条例
福 祉 総 務 課 令和元年７月９日

条例第８号
さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営

の基準に関する条例の一部を改正する条例

のびのび安心子育て

課 
令和元年７月９日

条例第９号
さいたま市墓地及び納骨堂条例の一部を改正

する条例

思い出の里市営霊園

事 務 所
令和元年７月９日

条例第１０号
さいたま市さいたま新都心バスターミナル条

例
交 通 政 策 課 令和元年７月９日

条例第１１号 さいたま市給水条例の一部を改正する条例 給 水 装 置 課 令和元年７月９日

条例第１２号
さいたま市火災予防条例の一部を改正する条

例
予 防 課 令和元年７月９日

条例第１３号
さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を

改正する条例
査 察 指 導 課 令和元年７月９日

条例第１４号

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例

保 育 課 令和元年７月９日

条例第１５号

さいたま市保育所条例及びさいたま市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業に関す

る利用者負担額を定める条例の一部を改正す

る条例

保 育 課 令和元年７月９日



さいたま市条例第３号 

さいたま市区の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市区の設置等に関する条例（平成１４年さいたま市条例第６６号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 区域 

 ［略］ 

緑区 大字大崎、大字大牧、大字大間木、

大間木２丁目及び大間木３丁目、

大字大谷口（２９４３番地１から

２９８６番地１まで）、大字上野

田、大字北原、大字玄蕃新田、道 

祖土１丁目から道祖土４丁目まで、

芝原１丁目から芝原３丁目まで、

大字下野田、大字下山口新田、大

字新宿、太田窪１丁目及び太田窪

３丁目、大字大道、大字大門、大

字代山、大字高畑、大字寺山、大

字中尾、大字中野田、大字南部領

辻、大字 見新田、原山１丁目か

ら原山４丁目まで、馬場１丁目及

び馬場２丁目、東浦和１丁目から

東浦和９丁目まで、東大門１丁目

から東大門３丁目まで、松木１丁 

目から松木３丁目まで、大字間宮、

大字三浦、美園１丁目から美園６

丁目まで、大字見沼、大字三室、

大字宮後、宮本１丁目及び宮本２ 

 丁目並びに山崎１丁目 

 ［略］ 

名称 区域 

 ［略］ 

緑区 大字大崎、大字大牧、大字大間木、

大字大谷口（２９４３番地１から

２９８６番地１まで）、大字上野

田、大字北原、大字玄蕃新田、道 

祖土１丁目から道祖土４丁目まで、

芝原１丁目から芝原３丁目まで、

大字下野田、大字下山口新田、大

字新宿、太田窪１丁目及び太田窪

３丁目、大字大道、大字大門、大

字代山、大字高畑、大字寺山、大

字中尾、大字中野田、大字南部領

辻、大字 見新田、原山１丁目か

ら原山４丁目まで、馬場１丁目及

び馬場２丁目、東浦和１丁目から

東浦和９丁目まで、東大門１丁目

から東大門３丁目まで、松木１丁 

目から松木３丁目まで、大字間宮、

大字三浦、美園１丁目から美園６

丁目まで、大字見沼、大字三室、

大字宮後、宮本１丁目及び宮本２

丁目並びに山崎１丁目 

 ［略］ 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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さいたま市条例第４号 

   さいたま市市税条例等の一部を改正する条例

 （さいたま市市税条例の一部改正）

第１条 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （個人の市民税の非課税の範囲）  （個人の市民税の非課税の範囲）

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者に対し

ては、市民税（第２号に該当する者にあっては、

第４９条の規定により課する所得割（以下「分離

課税に係る所得割」という。）を除く。）を課さ

ない。ただし、法の施行地に住所を有しない者に

ついては、この限りでない。

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者に対し

ては、市民税（第２号に該当する者にあっては、

第４９条の規定により課する所得割（以下「分離

課税に係る所得割」という。）を除く。）を課さ

ない。ただし、法の施行地に住所を有しない者に

ついては、この限りでない。

 ［略］  ［略］

 障害者、未成年者、寡婦、寡夫又は単身児童

扶養者（これらの者の前年の合計所得金額が１

２５万円を超える場合を除く。）

 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫（これらの

者の前年の合計所得金額が１２５万円を超える

場合を除く。）

２ ［略］ ２ ［略］

 （市民税の申告）  （市民税の申告）

第２８条 ［略］ 第２８条 ［略］

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

６ 第１項又は第４項の場合において、前年におい

て支払を受けた給与で所得税法第１９０条の規定

の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有

するものが、第１項の申告書を提出するときは、

法第３１７条の２第１項各号に掲げる事項のうち

施行規則で定めるものについては、施行規則で定

める記載によることができる。

７ ［略］ ６ ［略］

８ ［略］ ７ ［略］

９ ［略］ ８ ［略］

１０ ［略］ ９ ［略］

 （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申  （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告
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告書） 書）

第２９条の２ 所得税法第１９４条第１項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者（以下この条において「給与所得者」とい

う。）で区内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の

支払者（以下この条において「給与支払者」とい

う。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。

第２９条の２ 所得税法第１９４条第１項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者（以下この条において「給与所得者」とい

う。）で区内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項の給与等の支払者（

以下この条において「給与支払者」という。）か

ら毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、

 施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、

 市長に提出しなければならない。

 ・  ［略］ ・  ［略］

 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する

場合には、その旨

 前３号に掲げるもののほか、施行規則で定め

る事項

 前２号に掲げるもののほか、施行規則で定め

る事項

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

 （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書）

 （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族申告書）

第２９条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規

定により同項に規定する申告書を提出しなければ

ならない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等（同法２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であって、扶

養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者

若しくは単身児童扶養者である者（以下この条に

おいて「公的年金等受給者」という。）で区内に

住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経

由すべき同法第２０３条の６第１項に規定する公

的年金等の支払者（以下この条において「公的年

金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金

等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長

に提出しなければならない。

第２９条の３ 所得税法第２０３条の５第１項の規

定により同項に規定する申告書を提出しなければ

ならない者（以下この条において「公的年金等受

給者」という。）で区内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき同項の公的年

金等の支払者（以下この条において「公的年金等

支払者」という。）から毎年最初に同項に規定す

る公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。

 ・  ［略］ ・  ［略］

 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該

当する場合には、その旨

 前３号に掲げるもののほか、施行規則で定め

る事項

 前２号に掲げるもののほか、施行規則で定め

る事項

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定に

よる申告書を公的年金等支払者を経由して提出す

る場合において、当該申告書に記載すべき事項が

その年の前年において当該公的年金等支払者を経

由して提出した前項又は法第３１７条の３の３第

１項の規定による申告書に記載した事項と異動が

ないときは、公的年金等受給者は、当該公的年金

等支払者が所得税法第２０３条の６第２項に規定

する国税庁長官の承認を受けている場合に限り、

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定に

よる申告書を公的年金等支払者を経由して提出す

る場合において、当該申告書に記載すべき事項が

その年の前年において当該公的年金等支払者を経

由して提出した前項又は法第３１７条の３の３第

１項の規定による申告書に記載した事項と異動が

ないときは、公的年金等受給者は、当該公的年金

等支払者が所得税法第２０３条の５第２項に規定

する国税庁長官の承認を受けている場合に限り、
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施行規則で定めるところにより、前項又は法第３

１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事

項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は

法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書

を提出することができる。

施行規則で定めるところにより、前項又は法第３

１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事

項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は

法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書

を提出することができる。

３ ［略］ ３ ［略］

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告

書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者が所

得税法第２０３条の６第６項に規定する納税地の

所轄税務署長の承認を受けている場合には、施行

規則で定めるところにより、当該申告書の提出に

代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する

ことができる。

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告

書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者が所

得税法第２０３条の５第５項に規定する納税地の

所轄税務署長の承認を受けている場合には、施行

規則で定めるところにより、当該申告書の提出に

代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する

ことができる。

５ ［略］ ５ ［略］

 （市民税に係る不申告に関する過料）  （市民税に係る不申告に関する過料）

第３０条 市民税の納税義務者が第２８条第１項若

しくは第２項の規定により提出すべき申告書を正

当な事由がなく提出しなかった場合又は同条第８

項若しくは第９項の規定により申告すべき事項に

ついて正当な事由がなく申告をしなかった場合に

は、その者を１０万円以下の過料に処する。

第３０条 市民税の納税義務者が第２８条第１項若

しくは第２項の規定により提出すべき申告書を正

当な事由がなく提出しなかった場合又は同条第７

項若しくは第８項の規定により申告すべき事項に

 ついて正当な事由がなく申告をしなかった場合は、

 その者を１０万円以下の過料に処する。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

   附 則    附 則

第１５条の３の２ 平成２２年度から令和１５年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を

受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住

年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１

年から令和３年までの各年である場合に限る。）

において、前条第１項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第５条の４の２第５項（同条第７項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。

）に規定するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第２１条及び第２４条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。

第１５条の３の２ 平成２２年度から平成４３年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を

受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住

年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１

年から平成３３年までの各年である場合に限る。

）において、前条第１項の規定の適用を受けない

ときは、法附則第５条の４の２第６項（同条第９

 項の規定により読み替えて適用される場合を含む。

 ）に規定するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第２１条及び第２４条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。

２ 前項の規定は、次に掲げる場合に限り適用する。

 前項の規定の適用を受けようとする年度分の

第２８条第１項の規定による申告書（その提出

期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたもの及びその時までに提

出された第２９条第１項の確定申告書を含む。

）に租税特別措置法第４１条第１項に規定する

住宅借入金等特別税額控除額の控除に関する事

項の記載がある場合（これらの申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由がある

と市長が認める場合を含む。）

 前号に掲げる場合のほか、前項の規定の適用
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を受けようとする年度の初日の属する年の１月

１日現在において法第３１７条の６第１項の規

定によって給与支払報告書を提出する義務があ

る者から給与の支払を受けている者であって、

前年中において給与所得以外の所得を有しなか

ったものが、前年分の所得税につき租税特別措

置法第４１条の２の２の規定の適用を受けてい

る場合

２ 前項の規定の適用がある場合における第２５条

及び第２５条の２第１項の規定の適用については、

 第２５条中「前２条」とあるのは「前２条並びに

附則第１５条の３の２第１項」と、同項中「前３

条」とあるのは「前３条並びに附則第１５条の３

の２第１項」とする。

３ 第１項の規定の適用がある場合における第２５

条及び第２５条の２第１項の規定の適用について

は、第２５条中「前２条」とあるのは「前２条並

びに附則第１５条の３の２第１項」と、同項中「

前３条」とあるのは「前３条並びに附則第１５条

の３の２第１項」とする。

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める

割合）

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める

割合）

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。

 ［略］

法附則第１５条第１９項本文  ［略］

法附則第１５条第１９項ただし書  ［略］

法附則第１５条第３０項第１号  ［略］

法附則第１５条第３０項第２号  ［略］

法附則第１５条第３０項第３号  ［略］

法附則第１５条第３１項第１号  ［略］

法附則第１５条第３１項第２号  ［略］

法附則第１５条第３３項第１号  ［略］

法附則第１５条第３３項第２号  ［略］

法附則第１５条第３３項第３号  ［略］

法附則第１５条第３８項  ［略］

法附則第１５条第４０項  ［略］

法附則第１５条第４４項  ［略］

法附則第１５条第４５項  ［略］

法附則第１５条第４７項  ［略］

 ［略］

 ［略］

法附則第１５条第１８項本文  ［略］

法附則第１５条第１８項ただし書  ［略］

法附則第１５条第２９項第１号  ［略］

法附則第１５条第２９項第２号  ［略］

法附則第１５条第２９項第３号  ［略］

法附則第１５条第３０項第１号  ［略］

法附則第１５条第３０項第２号  ［略］

法附則第１５条第３２項第１号  ［略］

法附則第１５条第３２項第２号  ［略］

法附則第１５条第３２項第３号  ［略］

法附則第１５条第３７項  ［略］

法附則第１５条第３９項  ［略］

法附則第１５条第４３項  ［略］

法附則第１５条第４４項  ［略］

法附則第１５条第４６項  ［略］

 ［略］

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

６ 法附則第１５条の８第４項の家屋について、同

項の規定の適用を受けようとする者は、当該年度

の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる

事項を記載した申告書に令附則第１２条第１６項
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に規定する従前の家屋について移転補償金を受け

たことを証する書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。

 納税義務者の住所又は事務所若しくは事業所

の所在地、氏名又は名称及び個人番号又は法人

番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在

地及び氏名又は名称）

 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積

 家屋の建築年月日及び登記年月日

７ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅

について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に当該耐震改修に要した費用を証する書

類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第

１９項に規定する基準を満たすことを証する書類

を添付して市長に提出しなければならない。

６ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅

について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に当該耐震改修に要した費用を証する書

類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第

１７項に規定する基準を満たすことを証する書類

を添付して市長に提出しなければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修

住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分

について、これらの規定の適用を受けようとする

者は、当該高齢者等居住改修住宅又は当該高齢者

等居住改修専有部分に係る居住安全改修工事が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修

住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分

について、これらの規定の適用を受けようとする

者は、当該高齢者等居住改修住宅又は当該高齢者

等居住改修専有部分に係る居住安全改修工事が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 令附則第１２条第２３項に掲げる者に該当す

る者の住所、氏名及び当該者が同項各号のいず

れに該当するかの別

 令附則第１２条第２１項に掲げる者に該当す

る者の住所、氏名及び当該者が同項各号のいず

れに該当するかの別

 ［略］  ［略］

 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則

第１２条第２４項に規定する補助金等、居宅介

護住宅改修費及び介護予防住宅改修費

 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則

第１２条第２２項に規定する補助金等、居宅介

護住宅改修費及び介護予防住宅改修費

 ［略］  ［略］

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住

宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、当該熱損失防止改修住宅又は当該熱損失防止

改修専有部分に係る熱損失防止改修工事が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住

宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、当該熱損失防止改修住宅又は当該熱損失防止

改修専有部分に係る熱損失防止改修工事が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則

第１２条第３１項に規定する補助金等

 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則

第１２条第２９項に規定する補助金等

 ［略］  ［略］

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特 ９ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定
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定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住

宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則

第７条第１０項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。

耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅

に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第１０項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。

 納税義務者の住所又は事務所若しくは事業所

の所在地、氏名又は名称及び個人番号又は法人

番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在

地及び氏名又は名称）

 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有し

ない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

～  ［略］ ～  ［略］

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修住宅又は同条第５項に規定する

特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者は、法附則第

１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事

が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修住宅又は同条第５項に規定する

特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者は、法附則第

１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事

が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。

 納税義務者の住所又は事務所若しくは事業所

の所在地、氏名又は名称及び個人番号又は法人

番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在

地及び氏名又は名称）

 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有し

ない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

  ～  ［略］   ～  ［略］

 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則

第１２条第３１項に規定する補助金等

 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則

第１２条第２９項に規定する補助金等

 ［略］  ［略］

１２ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１３項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築

物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律

第１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定

による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令

附則第１２条第１９項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。

１１ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１３項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築

物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律

第１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定

による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令

附則第１２条第１７項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

１３ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術

公演施設について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、同項に規定する利便性等向上改修工

事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年

国土交通省令第１１０号）第１０条第２項に規定

する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の

１２ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術

公演施設について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、同項に規定する利便性等向上改修工

事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年

国土交通省令第１１０号）第１０条第２項に規定

する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の



7 

活性化に関する法律（平成２４年法律第４９号）

第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供

する施設である旨を証する書類を添付して市長に

提出しなければならない。

活性化に関する法律（平成２４年法律第４９号）

第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供

する施設である旨を証する書類を添付して市長に

提出しなければならない。

 納税義務者の住所又は事務所若しくは事業所

の所在地、氏名又は名称及び個人番号又は法人

番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在

地及び氏名又は名称）

 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有し

ない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

  ～  ［略］   ～  ［略］

 （市街化区域農地に対して課する平成６年度以後

の各年度分の固定資産税の特例）

 （市街化区域農地に対して課する平成６年度以後

の各年度分の固定資産税の特例）

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 前２項の規定は、平成５年度に係る賦課期日後

に令附則第１４条の２第２項第２号から第５号ま

でに掲げる事由により新たに市街化区域農地とな

った土地（当該事由の生じた日以後令附則第１４

条の２第１項各号に掲げる事情により新たに市街

化区域農地となった土地を含む。）に係る固定資

産税について準用する。この場合において、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。

３ 前２項の規定は、平成５年度に係る賦課期日後

に令附則第１４条の２第２項第２号から第４号ま

でに掲げる事由により新たに市街化区域農地とな

った土地（当該事由の生じた日以後令附則第１４

条の２第１項各号に掲げる事情により新たに市街

化区域農地となった土地を含む。）に係る固定資

産税について準用する。この場合において、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。

第１項中表

以外の部分

平成６年度 市街化区域設定年度（

令附則第１４条の２第

２項第２号から第５号

までに掲げる事由の生

じた日の属する年の翌

年の１月１日（当該事

由の生じた日が１月１

日である場合には、同

日）を賦課期日とする

年度をいう。以下この

条において同じ。）

 ［略］

 ［略］

第１項中表

以外の部分

平成６年度 市街化区域設定年度（

令附則第１４条の２第

２項第２号から第４号

までに掲げる事由の生

じた日の属する年の翌

年の１月１日（当該事

由の生じた日が１月１

日である場合には、同

日）を賦課期日とする

年度をいう。以下この

条において同じ。）

 ［略］

 ［略］

 （軽自動車税の環境性能割の非課税）

第３１条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第

４項において準用する場合を含む。）に掲げる３

輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下こ

の条において同じ。）に対しては、当該３輪以上

の軽自動車の取得が令和元年１０月１日から令和

２年９月３０日までの間（附則第３１条の６第３

項において「特定期間」という。）に行われたと

きに限り、第８８条第１項の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。
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第３１条の２の２ ［略］ 第３１条の２ ［略］

 （軽自動車税の環境性能割の税率の特例）  （軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第３１条の６ ［略］ 第３１条の６ ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のも

のに対する第９０条の３（第２号に係る部分に限

る。）及び前項の規定の適用については、当該軽

自動車の取得が特定期間に行われたときに限り、

これらの規定中「１００分の２」とあるのは、「

１００分の１」とする。

 （軽自動車税の税率の特例）  （軽自動車税の税率の特例） 

第３２条 平成１８年３月３１日までに初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両

番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回

車両番号指定」という。）を受けた法附則第３０

条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する

令和元年度分の軽自動車税に係る第９１条の規定

の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両

番号の指定（以下この条において「初回車両番号

指定」という。）を受けた月から起算して１４年

を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動

車税に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 ［略］  ［略］

２ 法附則第３０条第３項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２８年４月１日から平成

２９年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には、平成２９年度分の軽自動車税に

限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

第９１

条第２

号ア 

３，９００円 １，０００円 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第４項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（ガソリンを内燃機関の燃料として用い

るものに限る。以下この条（第５項を除く。）に

おいて同じ。）に対する第９１条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が平成２８年４月１日か

ら平成２９年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には、平成２９年度分の軽自動

車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

第９１ 

条第２ 

号ア 

３，９００円 ２，０００円 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 
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３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第５項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除く。

 ）に対する第９１条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２８年４月１日から平成２９年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には、平成２９年度分の軽自動車税に限り、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第９１

条第２

号ア 

３，９００円 ３，０００円 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成

３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

 受けた場合には令和元年度分の軽自動車税に限り、

 次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

５ 法附則第３０条第６項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成

３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限

り、第２項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

第９１

条第２

号ア 

３，９００円 １，０００円 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第３項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（ガソリンを内燃機関の燃料として用い

るものに限る。以下この項及び次項において同じ。

 ）に対する第９１条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当

該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和元年度分の軽自動車税に限り、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

６ 法附則第３０条第７項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成

３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限

り、第３項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

第９１

条第２

号ア 

３，９００円 ２，０００円 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第４項各号に掲げる３輪以上の ７ 法附則第３０条第８項各号に掲げる３輪以上の
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軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除く。

 ）に対する第９１条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当

該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和元年度分の軽自動車税に限り、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除く。

 ）に対する第９１条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当

該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第

４項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

第９１

条第２

号ア 

３，９００円 ３，０００円 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

 （軽自動車税の賦課徴収の特例）  （軽自動車税の賦課徴収の特例）

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関

し、３輪以上の軽自動車が前条第２項から第４項

までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に

該当するかどうかの判断をするときは、国土交通

大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関

し、３輪以上の軽自動車が前条第２項から第７項

までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に

該当するかどうかの判断をするときは、国土交通

大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。

２～４ ［略］ ２～４ ［略］

 （読替規定）  （読替規定）

第５４条 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項、第１９項、第２１項から第２５項まで、第

２７項、第２８項、第３２項、第３６項、第４０

項、第４３項から第４５項まで若しくは第４８項

から第５０項まで、第１５条の２第２項又は第１

５条の３の規定の適用がある各年度分の都市計画

税に限り、第１５２条第２項中「又は第３４項」

とあるのは、「若しくは第３４項又は法附則第１

５条から第１５条の３まで」とする。

第５４条 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

７項、第１８項、第２０項から第２４項まで、第

２６項、第２７項、第３１項、第３５項、第３９

項、第４２項、第４３項、第４４項若しくは第４

７項、第１５条の２第２項又は第１５条の３の規

定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第

１５２条第２項中「又は第３４項」とあるのは、

「若しくは第３４項又は法附則第１５条から第１

５条の３まで」とする。

 （東日本大震災に係る固定資産税及び都市計画税

の特例の適用を受けようとする者がすべき申告等

）

 （東日本大震災に係る固定資産税及び都市計画税

の特例の適用を受けようとする者がすべき申告等

）

第５６条 ［略］ 第５６条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 法附則第５６条第４項に規定する特定被災共用

土地（以下この項において「特定被災共用土地」

という。）に係る固定資産税額の按分の申出は、

同項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以

下この項において「特定被災共用土地納税義務者

」という。）の代表者が毎年１月３１日までに次

に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して

３ 法附則第５６条第４項に規定する特定被災共用

土地（以下この項において「特定被災共用土地」

という。）に係る固定資産税額の案分の申出は、

同項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以

下この項において「特定被災共用土地納税義務者

」という。）の代表者が毎年１月３１日までに次

に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して
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行わなければならない。 行わなければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 法附則第５６条第３項の規定により按分する

場合に用いられる割合に準じて定めた割合及び

当該割合の算定方法

 法附則第５６条第３項の規定により案分する

場合に用いられる割合に準じて定めた割合及び

当該割合の算定方法

４ 法附則第５６条第９項の規定により特定被災共

用土地とみなされた特定仮換地等（以下この項に

おいて「特定仮換地等」という。）に係る固定資

産税額の按分の申出については、前項中「特定被

災共用土地納税義務者」とあるのは「特定仮換地

等納税義務者」と、「特定被災共用土地の」とあ

るのは「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土

地に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前

の土地である特定被災共用土地に」とする。

４ 法附則第５６条第９項の規定により特定被災共

用土地とみなされた仮換地等（以下この項におい

て「仮換地等」という。）に係る固定資産税額の

案分の申出については、前項中「特定被災共用土

地納税義務者」とあるのは「仮換地等納税義務者

」と、「特定被災共用土地の」とあるのは「仮換

地等の」と、「特定被災共用土地に」とあるのは

「仮換地等に対応する従前の土地である特定被災

共用土地に」とする。

第２条 さいたま市市税条例の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

 （軽自動車税の種別割の税率の特例）  （軽自動車税の税率の特例） 

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第４項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第３２条 平成１８年３月３１日までに初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両

番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回

車両番号指定」という。）を受けた法附則第３０

条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する

令和元年度分の軽自動車税に係る第９１条の規定

の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ［略］  ［略］

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和

２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割

に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日から令

和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成

３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

 受けた場合には令和元年度分の軽自動車税に限り、

 次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる
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欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

 ［略］  ［略］

３ 法附則第３０条第３項各号に掲げる法第４４６

条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以

下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」

という。）のうち３輪以上のものに対する第９１

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動

車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガ

ソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

３ 法附則第３０条第３項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（ガソリンを内燃機関の燃料として用い

るものに限る。次項において同じ。）に対する第

９１条の規定の適用については、当該軽自動車が

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には平成

３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

元年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

 ［略］  ［略］

４ 法附則第３０条第４項各号に掲げるガソリン軽

自動車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用

を受けるものを除く。）に対する第９１条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成

３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度

分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽

自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

４ 法附則第３０条第４項各号に掲げる３輪以上の

 軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除く。

 ）に対する第９１条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当

該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和元年度分の軽自動車税に限り、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

 ［略］  ［略］

 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）  （軽自動車税の賦課徴収の特例）

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関

し、３輪以上の軽自動車が前条第２項から第４項

までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に

該当するかどうかの判断をするときは、国土交通

大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額に

ついて不足額があることを第９２条第２項の納期

限（納期限の延長があったときは、その延長され

た納期限）後において知った場合において、当該

事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申

請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請を

した者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に

提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）に

より国土交通大臣の認定等を受けたことを事由と

して国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の額について不

足額があることを第９２条第２項の納期限（納期

限の延長があったときは、その延長された納期限

）後において知った場合において、当該事実が生

じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした

者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に

当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した

者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土

交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土

交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消し
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取り消したことによるものであるときは、当該申

請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在に

おける当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所

有者とみなして、軽自動車税の種別割に関する規

定（第９４条及び第９５条の規定を除く。）を適

用する。

たことによるものであるときは、当該申請をした

者又はその一般承継人を賦課期日現在における当

該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみ

なして、軽自動車税に関する規定（第９４条及び

第９５条の規定を除く。）を適用する。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべ

き軽自動車税の種別割の額は、同項の不足額に、

これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金

額を加算した金額とする。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべ

き軽自動車税の額は、同項の不足額に、これに１

００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算

した金額とする。

４ 第２項の規定の適用がある場合における第１１

条の規定の適用については、同条中「納期限（」

とあるのは、「納期限（附則第３２条の２第２項

の規定の適用がないものとした場合の当該３輪以

上の軽自動車の所有者についての軽自動車税の納

期限とし、当該」とする。

第３条 さいたま市市税条例の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

 （軽自動車税の種別割の税率の特例）  （軽自動車税の種別割の税率の特例）

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第５項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第４項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 ［略］  ［略］

２～４ ［略］ ２～４ ［略］

５ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車のうち、自家用の乗用のものに対する第

９１条の規定の適用については、当該軽自動車が

令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年

度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車
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が令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５

年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

 それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）  （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第５項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

 （さいたま市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第４条 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年さいたま市条例第

２９号）の一部を次のように改正する。

  第１条中第９０条の７を加える改正を次のように改める。

 （環境性能割の減免）

第９０条の７ 市長は、第９６条第１項各号又は第

９７条第１項各号に掲げる軽自動車等（３輪以上

のものに限る。）のうち必要と認めるものに対し

ては、環境性能割を減免する。

第５条 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年さいたま市条例第

４４号）の一部を次のように改正する。

  第１条中第４５条の改正を次のように改める。

 （法人の市民税の申告納付）  （法人の市民税の申告納付）

第４５条 市民税を申告納付する義務がある法人は、

 法第３２１条の８第１項、第２項、第４項、第１

９項、第２２項及び第２３項の規定による申告書

（第１０項、第１１項及び第１３項において「納

税申告書」という。）を、同条第１項、第２項、

第４項、第１９項及び第２３項の申告納付にあっ

てはそれぞれこれらの規定による納期限までに、

同条第２２項の申告納付にあっては遅滞なく市長

に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第１

項後段及び第３項の規定により提出があったもの

とみなされる申告書に係る税金を施行規則第２２

号の４様式による納付書により納付しなければな

らない。

第４５条 市民税を申告納付する義務がある法人は、

 法第３２１条の８第１項、第２項、第４項、第１

９項、第２２項及び第２３項の規定による申告書

を、同条第１項、第２項、第４項、第１９項及び

第２３項の申告納付にあってはそれぞれこれらの

規定による納期限までに、同条第２２項の申告納

付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその申

告に係る税金又は同条第１項後段及び第３項の規

定により提出があったものとみなされる申告書に

係る税金を施行規則第２２号の４様式による納付

書により納付しなければならない。

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事

業所を有する法人（以下この条において「内国法
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人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７

第４項及び第１０項又は第６８条の９１第４項及

び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第

３２１条の８第２４項及び令第４８条の１２の２

に規定するところにより、控除すべき額を前項の

規定により申告納付すべき法人税割額から控除す

る。

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３

第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４

項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、

法第３２１条の８第２５項及び令第４８条の１２

の３に規定するところにより、控除すべき額を第

１項の規定により申告納付すべき法人税割額から

控除する。

４ 内国法人又は外国法人が、法第３２１条の８第

２６項に規定する外国の法人税等を課された場合

には、同項及び令第４８条の１３に規定するとこ

ろにより、控除すべき額を第１項の規定により申

告納付すべき法人税割額から控除する。

２ 法の施行地に本店若しくは主たる事務所若しく

は事業所を有する法人又は外国法人が、法第３２

１条の８第２４項に規定する外国の法人税等を課

された場合には、同項及び令第４８条の１３に規

定するところにより、控除すべき額を前項の規定

により申告納付すべき法人税割額から控除する。

５ 法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（

同条第２１項の規定による申告書を含む。以下こ

の項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項、第４

項又は第１９項に規定する納期限（納期限の延長

があったときは、その延長された納期限とする。

第７項第１号において同じ。）の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該税額に年１４．

６パーセント（申告書を提出した日（同条第２３

項の規定の適用がある場合において、当該申告書

がその提出期限前に提出されたときは、当該提出

期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４

様式による納付書により納付しなければならない。

３ 法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（

同条第２１項の規定による申告書を含む。以下こ

の項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項、第４

項又は第１９項に規定する納期限（納期限の延長

があったときは、その延長された納期限とする。

第５項第１号において同じ。）の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該税額に年１４．

６パーセント（申告書を提出した日（同条第２３

項の規定の適用がある場合において、当該申告書

がその提出期限前に提出されたときは、当該提出

期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４

様式による納付書により納付しなければならない。

６ ［略］ ４ ［略］

７ 第５項の場合において、法第３２１条の８第２

２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該

修正申告書に係る市民税について同条第１項、第

２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以

下この項において「当初申告書」という。）が提

出されており、かつ、当該当初申告書の提出によ

り納付すべき税額を減少させる更正（これに類す

るものを含む。以下この項において「減額更正」

という。）があった後に、当該修正申告書が提出

されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税

額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達す

５ 第３項の場合において、法第３２１条の８第２

２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該

修正申告書に係る市民税について同条第１項、第

２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以

下この項において「当初申告書」という。）が提

出されており、かつ、当該当初申告書の提出によ

り納付すべき税額を減少させる更正（これに類す

るものを含む。以下この項において「減額更正」

という。）があった後に、当該修正申告書が提出

されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税

額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達す
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るまでの部分に相当する税額に限る。）について

は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

が法第３２１条の１１第１項若しくは第３項の規

定による更正があるべきことを予知して提出した

修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の

２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に

掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎とな

る期間から控除する。

るまでの部分に相当する税額に限る。）について

は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

が法第３２１条の１１第１項若しくは第３項の規

定による更正があるべきことを予知して提出した

修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の

２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に

掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎とな

る期間から控除する。

  ・  ［略］   ・  ［略］

８ ［略］ ６ ［略］

９ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法

人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同

法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けてい

るものが、同条第４項の規定の適用を受ける場合

には、当該法人及び当該法人との間に連結完全支

配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定する

連結完全支配関係をいう。第４６条第３項及び第

４８条第４項において同じ。）がある連結子法人

（同法第２条第１２号の７に規定する連結子法人

をいう。第４６条第３項及び第４８条第４項にお

いて同じ。）（連結申告法人（同法第２条第１６

号に規定する連結申告法人をいう。第４８条第４

項において同じ。）に限る。）については、同法

第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当該申

告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期間に

限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額

を課税標準として算定した法人税割額及びこれと

併せて納付すべき均等割額については、当該連結

法人税額について同法第８１条の２４第１項の規

定の適用がないものとみなして、第８条の規定を

適用することができる。

７ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法

人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同

法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けてい

るものが、同条第４項の規定の適用を受ける場合

には、当該法人及び当該法人との間に連結完全支

配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定する

連結完全支配関係をいう。第４６条第３項及び第

４８条第２項において同じ。）がある連結子法人

（同法第２条第１２号の７に規定する連結子法人

をいう。第４６条第３項及び第４８条第２項にお

いて同じ。）（連結申告法人（同法第２条第１６

号に規定する連結申告法人をいう。第４８条第２

項において同じ。）に限る。）については、同法

第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当該申

告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期間に

限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額

を課税標準として算定した法人税割額及びこれと

併せて納付すべき均等割額については、当該連結

法人税額について同法第８１条の２４第１項の規

定の適用がないものとみなして、第８条の規定を

適用することができる。

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法

人である内国法人は、第１項の規定により、納税

申告書により行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にかかわらず、同

条第４２項及び施行規則に定めるところにより、

納税申告書に記載すべきものとされている事項（

次項及び第１２項において「申告書記載事項」と

いう。）を、法第７６２条第１号に規定する地方

税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、

地方税共同機構（第１２項において「機構」とい

う。）を経由して行う方法により市長に提供する

ことにより、行わなければならない。

１１ 前項の規定により行われた同項の申告につい

ては、申告書記載事項が記載された納税申告書に

より行われたものとみなして、この条例又はこれ

に基づく規則の規定を適用する。

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、

 申告書記載事項が法第７６２条第１号の機構の使
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用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備

えられたファイルへの記録がされた時に同項に規

定する市長に到達したものとみなす。

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、

 災害その他の理由により地方税関係手続用電子情

報処理組織を使用することが困難であると認めら

れる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで納

税申告書を提出することができると認められる場

合において、同項の規定を適用しないで納税申告

書を提出することについて市長の承認を受けたと

きは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申

告については、前３項の規定は、適用しない。法

人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定

する納税地の所轄税務署長に提出した第１０項の

内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当

該税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載

した施行規則で定める書類を、納税申告書の提出

期限の前日までに、又は納税申告書に添付して当

該提出期限までに、市長に提出した場合における

当該税務署長が指定する期間内に行う第１０項の

申告についても、同様とする。

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、

 同項前段の規定の適用を受けることが必要となっ

た事情、同項前段の規定による指定を受けようと

する期間その他施行規則で定める事項を記載した

申請書に施行規則で定める書類を添付して、当該

期間の開始の日の１５日前までに、これを市長に

提出しなければならない。

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人

は、第１０項の申告につき第１３項の規定の適用

を受けることをやめようとするときは、その旨そ

の他施行規則で定める事項を記載した届出書を市

長に提出しなければならない。

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国

法人につき、法第３２１条の８第５１項の処分又

は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

１３項前段の期間内に行う第１０項の申告につい

ては、第１３項前段の規定は適用しない。ただし、

 当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認

を受けたときは、この限りでない。

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国

法人につき、第１５項の届出書の提出又は法人税

法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８

１条の２４の３第２項において準用する場合を含

む。）の処分があったときは、これらの届出書の

提出又は処分があった日の翌日以後の第１３項後

段の期間内に行う第１０項の申告については、第

１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該内

国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出

したときは、この限りでない。
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  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

 （施行期日）  （施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、

 当該各号に定める日から施行する。

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、

 当該各号に定める日から施行する。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 第１条中第１４条第３項及び第４５条第１項

の改正並びに同条第９項の次に８項を加える改

正並びに次条第４項の規定 令和２年４月１日

 第１条中第１４条第３項及び第４５条第１項

の改正並びに同条第９項の次に３項を加える改

正並びに次条第４項の規定 平成３２年４月１

日

  ～  ［略］   ～  ［略］

 （市民税に関する経過措置）  （市民税に関する経過措置）

第２条 ［略］ 第２条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 新条例第１４条第３項及び第４５条第１０項か

ら第１７項までの規定は、前条第６号に掲げる改

正の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の

市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の

法人の市民税について適用し、同日前に開始した

事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した

連結事業年度分の法人の市民税については、なお

従前の例による。

４ 新条例第１４条第３項及び第４５条第１０項か

ら第１２項までの規定は、前条第６号に掲げる改

正の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の

市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の

法人の市民税について適用し、同日前に開始した

事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した

連結事業年度分の法人の市民税については、なお

従前の例による。

   附 則

 （施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。

 第１条中附則第１５条の３の２、第１８条の２、第１９条、第２７条、第３２

条、第３２条の２、第５４条及び第５６条の改正並びに第４条及び第５条の規定

並びに次条、附則第５条、第６条及び第９条の規定 公布の日

 第１条中附則第３１条の２を第３１条の２の２とし、同条の前に１条を加える
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改正及び第３１条の６の改正並びに第２条の規定並びに附則第７条の規定 令和

元年１０月１日

 第１条中第２８条、第２９条の２、第２９条の３及び第３０条の改正並びに附

則第３条の規定 令和２年１月１日

 第１条中第１５条の改正及び附則第４条の規定 令和３年１月１日

 第３条及び附則第８条の規定 令和３年４月１日

 （市民税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後のさいたま市市税条例（以下「新条例」という。

）附則第１５条の３の２の規定は、令和元年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

第３条 附則第１条第３号に掲げる改正による改正後のさいたま市市税条例（次項及

び第３項において「２年新条例」という。）第２８条第６項の規定は、同号に掲げ

る規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提

出する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令

和元年度分までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合については、なお従前

の例による。

２ ２年新条例第２９条の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、附則第

１条第３号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべきさいたま市市税条例第

２８条第１項に規定する給与について提出する２年新条例第２９条の２第１項及び

第２項に規定する申告書について適用する。

３ ２年新条例第２９条の３第１項の規定は、附則第１条第３号に掲げる規定の施行

の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第

６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下この

項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等

（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出す

る２年新条例第２９条の３第１項に規定する申告書について適用する。

第４条 附則第１条第４号に掲げる改正による改正後のさいたま市市税条例第１５条

第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の
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例による。

 （固定資産税に関する経過措置）

第５条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和元年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、平成３０年度分までの固定資産税については、なお従前の

例による。

 （軽自動車税に関する経過措置）

第６条 新条例附則第３２条及び第３２条の２の規定は、令和元年度分の軽自動車税

について適用し、平成３０年度分までの軽自動車税については、なお従前の例によ

る。

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第２号に掲げる改正による改正後

のさいたま市市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税

の環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。

第８条 附則第１条第５号に掲げる改正による改正後のさいたま市市税条例の規定は、

 令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分まで

の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。

 （都市計画税に関する経過措置）

第９条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、

令和元年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成３０年度分までの都市

計画税については、なお従前の例による。



さいたま市条例第５号 

さいたま市森林環境整備基金条例

 （設置） 

第１条 森林の整備及びその促進に必要な経費の財源に充てるため、さいたま市森林

環境整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編

入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて、基金に属する現金を歳入歳出現金に繰り替えて運用することができ

る。 

（処分） 

第６条 基金は、森林の整備及びその促進に必要な経費の財源に充てる場合に限り、

これを処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



さいたま市条例第６号 

   さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

 さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例（平成１３年さいたま市条例第１１９号）

の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （資格要件）  （資格要件） 

第３条 入学準備金の貸付けを受ける者（以下「借

受人」という。）は、次に掲げる要件を備えてい

なければならない。 

第３条 入学準備金の貸付けを受ける者（以下「借

受人」という。）は、次に掲げる要件を備えてい

なければならない。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 第５条第１項に規定する高等学校及び専修学

校（高等課程）の区分の借受人にあっては第１

１条第１項に規定する同区分における奨学金、

第５条第１項に規定する大学及び専修学校（専

門課程）の区分の借受人にあっては第１１条第

１項に規定する同区分における奨学金の貸付け

を受けていないこと。 

 この条例による奨学金の貸付けを受けていな

い者であること。

 （返還免除）  （返還免除） 

第９条 市長は、借受人であった者が入学準備金の

返還完了前に次の各号のいずれかに該当する場合

においては、入学準備金の全部又は一部の返還を

免除することができる。 

第９条 市長は、借受人であった者が入学準備金の

返還完了前に次の各号のいずれかに該当する場合

においては、入学準備金の全部又は一部の返還を

免除することができる。 

 ［略］    ［略］ 

 真摯に学業に励み、大学又は専修学校（専門

課程）を卒業し、市の発展に寄与する者である

と市長が認めたとき（第５条第１項に規定する

大学及び専修学校（専門課程）の区分における

入学準備金に限る。）。 

 前２号に掲げる場合のほか、特別の事情があ

るとき。 

 前号に掲げる場合のほか、特別の事情がある

とき。 

 （資格要件）  （資格要件） 

第１０条 奨学金の貸付けを受ける者（以下「奨学

生」という。）は、次に掲げる要件を備えていな

第１０条 奨学金の貸付けを受ける者（以下「奨学

生」という。）は、次に掲げる要件を備えていな



ければならない。 ければならない。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 次条第１項に規定する高等学校及び専修学校

（高等課程）の区分の奨学生にあっては第５条

第１項に規定する同区分における入学準備金、

次条第１項に規定する大学及び専修学校（専門

課程）の区分の奨学生にあっては第５条第１項

に規定する同区分における入学準備金の貸付け

を受けていないこと。 

 この条例による入学準備金の貸付けを受けて

いない者であること。 

 （準用）  （準用） 

第１４条 第４条、第８条及び第９条の規定は、奨

学金について準用する。この場合において、第４

条、第８条及び第９条中「借受人」とあるのは「

奨学生」と、第８条及び第９条中「入学準備金」

とあるのは「奨学金」と、同条第２号中「第５条

第１項」とあるのは「第１１条第１項」と読み替

えるものとする。 

第１４条 第４条、第８条及び第９条の規定は、奨

学金について準用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市入学準備金・奨学金貸付条例第９条第２号（

同条例第１４条の規定により準用する場合を含む。）の規定は、この条例の施行の

日以後に入学準備金又は奨学金の貸付けの決定を受けた者について適用し、同日前

に入学準備金又は奨学金の貸付けの決定を受けた者については、なお従前の例によ

る。 



さいたま市条例第７号 

さいたま市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

さいたま市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１４０

号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（保証人及び利率） （利率）

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けようとする

者は、保証人を立てることができる。

第１４条

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利

子とし、保証人を立てない場合は、据置期間中は

無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の

場合を除き年１パーセントとする。

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受

けた者と連帯して債務を負担するものとし、その

保証債務は、令第９条の違約金を包含するものと

する。

  災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据

置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年３

パーセントとする。

（償還等） （償還等）

第１５条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦償還

又は月賦償還とする。

第１５条 災害援護資金は、年賦償還又は半年賦償

還とする。

２ ［略］ ２ ［略］

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払

猶予については、法第１３条第１項及び令第８条

から第１１条までの規定によるものとする。

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還

金の支払猶予については、法第１３条第１項及び

令第８条から第１２条までの規定によるものとす

る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用） 

２ この条例による改正後のさいたま市災害弔慰金の支給等に関する条例第１４条及

び第１５条の規定は、平成３１年４月１日以後に生じた災害により被害を受けた世



帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 



さいたま市条例第８号 

   さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例

さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年さい

たま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （保育所等との連携）  （保育所等との連携）

第６条 ［略］ 第６条 ［略］

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難であると

認める場合であって、次に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用し

ないこととすることができる。

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難であると

認める場合であって、次に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用し

ないことができる。

・  ［略］ ・  ［略］

３ ［略］ ３ ［略］

４ 市長は、家庭的保育事業者等による第１項第３

号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困

難であると認めるときは、同号の規定を適用しな

いこととすることができる。

５ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、

法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に掲

げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。

）であって、市長が適当と認めるものを第１項第

３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として

適切に確保しなければならない。

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）第５９条の２第１項の規定による助成を

受けている者の設置する施設（法第６条の３第

１２項に規定する業務を目的とするものに限る。

  ）

 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に

規定する業務を目的とする施設であって、法第

６条の３第９項第１号に規定する保育を必要と

する乳児・幼児の保育を行うことに要する費用

に係る地方公共団体の補助を受けているもの



 （居宅訪問型保育事業）  （居宅訪問型保育事業）

第３７条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保

育を提供するものとする。

第３７条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保

育を提供するものとする。

 ［略］  ［略］

 子ども・子育て支援法第３４条第５項又は第

４６条第５項の規定による便宜の提供に対応す

るために行う保育

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）第３４条第５項又は第４６条第５項の規

定による便宜の提供に対応するために行う保育

  ・  ［略］   ・  ［略］

 （連携施設に関する特例）  （連携施設に関する特例）

第４５条 保育所型事業所内保育事業を行う者にあ

っては、連携施設の確保に当たって、第６条第１

項第１号及び第２号に係る連携協力を求めること

を要しない。

第４５条 保育所型事業所内保育事業を行う者にあ

っては、連携施設の確保に当たって、第６条第１

号及び第２号に係る連携協力を求めることを要し

ない。

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法

第６条の３第１２項第２号に規定する事業を行う

 ものであって、市長が適当と認めるもの（附則第

３項において「特例保育所型事業所内保育事業者

」という。）については、第６条第１項の規定に

かかわらず、連携施設の確保をしないことができ

る。

   附 則    附 則

１・２ ［略］ １・２ ［略］

 （連携施設に関する経過措置）  （連携施設に関する経過措置）

３ 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保

育事業者を除く。）は、連携施設の確保が著しく

困難であって、子ども・子育て支援法第５９条第

４号に規定する事業による支援その他の必要な適

切な支援を行うことができると市長が認める場合

は、第６条第１項の規定にかかわらず、施行日か

ら起算して１０年を経過する日までの間、連携施

設の確保をしないことができる。

３ 家庭的保育事業者等は、連携施設の確保が著し

く困難であって、子ども・子育て支援法第５９条

第４号に規定する事業による支援その他の必要な

適切な支援を行うことができると市長が認める場

合は、第６条の規定にかかわらず、施行日から起

算して５年を経過する日までの間、連携施設の確

保をしないことができる。

４・５ ［略］ ４・５ ［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



さいたま市条例第９号

さいたま市墓地及び納骨堂条例の一部を改正する条例 

さいたま市墓地及び納骨堂条例（平成１３年さいたま市条例第１９３号）の一部を

次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （利用権の消滅）

第１１条 墓地（合葬式墓地及び樹林型合葬式墓地

 を除く。）の利用権は、次の各号のいずれかに該

 当するときは、消滅する。

・  ［略］

 （利用権の消滅）

第１１条 墓地（合葬式墓地を除く。）の利用権は、

次の各号のいずれかに該当するときは、消滅する。

・  ［略］

別表第１（第１３条関係） 別表第１（第１３条関係）

施設 単位 使用料 管理料

 ［略］

思

い

出

の

里

市

営

霊

園

 ［略］

合葬式

墓地

 ［略］

樹林型

合葬式

墓地

１体 １００，０００円

（墓地の返還と同時

に第６条第１項の利

用許可を受ける場合

にあっては、３０，

－

０００円）

施設 単位 使用料 管理料

 ［略］

思

い

出

の

里

市

営

霊

園

 ［略］

合葬式

墓地

 ［略］

備考 ［略］ 備考 ［略］

附 則

この条例は、令和元年９月１日から施行する。



さいたま市条例第１０号

   さいたま市さいたま新都心バスターミナル条例

 （設置）

第１条 市民の利便性の向上及び交通結節機能の強化を図るため、さいたま市さいた

ま新都心バスターミナル（以下「さいたま新都心バスターミナル」という。）をさ

いたま市大宮区北袋町１丁目６０３番地１に設置する。

 （業務）

第２条 さいたま新都心バスターミナルは、次に掲げる業務を行う。

 さいたま新都心バスターミナルの利用に関すること。

 さいたま新都心バスターミナルの施設及び設備の維持管理に関すること。

 前２号に掲げるもののほか、さいたま新都心バスターミナルの設置の目的を達

成するために必要な業務に関すること。

 （施設）

第３条 さいたま新都心バスターミナルに次の施設を置く。

 自動車ターミナル法（昭和３４年法律第１３６号）第２条第６項に規定するバ

スターミナル（以下「バスターミナル」という。）

 一般車駐車場

 バス駐車場

 （休業日）

第４条 さいたま新都心バスターミナルの休業日は、設けないものとする。ただし、

市長は、必要があると認めるときは、臨時に休業日を定めることができる。

 （バスターミナルの供用時間）

第５条 バスターミナルの供用時間は、午前５時から午後１２時までとする。ただし、

市長は、事情によりこれを変更することができる。

 （使用の許可）

第６条 バスターミナルを使用しようとする道路運送法（昭和２６年法律第１８３号

）第９条第１項に規定する一般乗合旅客自動車運送事業者（以下「一般乗合旅客自

動車運送事業者」という。）は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。

許可に係る事項を変更しようとするときも、同様とする。



２ 市長は、前項の許可をする場合において、バスターミナルの管理上必要な条件を

付することができる。

 （使用の制限）

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、バスターミナルの

使用を許可しない。

 バスターミナルの設置の目的に反するとき。

 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。

 バスターミナルの施設を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。

 前３号に掲げるもののほか、バスターミナルの管理上支障があるとき又は市長

が適当でないと認めるとき。

 （使用権の譲渡等の禁止）

第８条 第６条第１項の使用の許可を受けた一般乗合旅客自動車運送事業者（以下「

許可事業者」という。）は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。

 （使用許可の取消し等）

第９条 市長は、許可事業者が次の各号のいずれかに該当するとき又はバスターミナ

 ルの管理上特に必要があるときは、第６条第１項の許可に係る使用の条件を変更し、

 若しくは使用を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。

 この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。

 偽りその他不正の行為により使用の許可を受けたとき。

 バスターミナルの使用料（以下「バスターミナル使用料」という。）を納期限

までに納付しないとき。

 許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。

２ 前項の措置によって許可事業者に損害が生じることがあっても、市は、その責め

を負わない。

 （バスターミナル使用料）

第１０条 許可事業者は、道路運送法第３条第１号イの一般乗合旅客自動車運送事業

の用に供する自動車（以下「一般乗合旅客自動車」という。）１台がバスターミナ

ルを１回使用するごとに、別表第１の左欄に掲げる路線のキロ程に応じて、同表の

右欄に定める額のバスターミナル使用料を納付しなければならない。ただし、同一



路線において往復でバスターミナルを使用する場合の復路に係るバスターミナル使

用料については、同表のバスターミナル使用料の額の１００分の５０に相当する額

とする。

 （駐車場の供用時間）

第１１条 一般車駐車場及びバス駐車場（以下「駐車場」という。）の供用時間は、

午前零時から午後１２時までとする。ただし、市長は、事情によりこれを変更する

ことができる。

 （利用できる自動車）

第１２条 駐車場を利用できる自動車の種別（以下「車種」という。）は、別表第２

のとおりとする。

 （駐車場使用料）

第１３条 駐車場を利用する者は、別表第３に定める駐車場の使用料（以下「駐車場

使用料」という。）を納付しなければならない。

２ 市長は、必要があると認めたときは、駐車場使用料から２０パーセント以内の割

引をした額の駐車回数券を発行することができる。

３ 前項の駐車回数券に係る駐車場使用料についてはこれを発行するときに、規則で

定めるところにより登録を受けた者に係る駐車場使用料については後払いにより、

それぞれ徴収することができる。

 （車種及び駐車場使用料の特例）

第１４条 特別の理由により、第１２条に規定する自動車以外の自動車を駐車させよ

うとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。

２ 市長は、前項の許可をした場合において、駐車場使用料の額が前条の規定により

定めた額によりがたいと認めるときは、その都度これを定める。

 （割増金）

第１５条 市長は、偽りその他不正の手段により駐車場使用料の徴収を免れた者があ

るときは、その者から徴収を免れた駐車場使用料のほか、その額の２倍に相当する

額を割増金として徴収することができる。

 （駐車場使用料の不徴収）

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する自動車を駐車させるときは、駐車



場使用料を徴収しない。

 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３９条第１項に規定する緊急自動

車

 国又は地方公共団体の職員が、防疫活動その他緊急を要する公務を行うために

使用する自動車

 前２号に掲げるもののほか、市長が駐車場使用料を徴収することを不適当と認

める自動車

 （使用料の減免）

第１７条 市長は、必要があると認めたときは、バスターミナル使用料又は駐車場使

用料を減額し、又は免除することができる。

 （使用料の不還付）

第１８条 既納のバスターミナル使用料又は駐車場使用料は、還付しない。ただし、

市長は、特別の理由があると認めるときは、その全部又は一部を還付することがで

きる。

 （禁止行為）

第１９条 さいたま新都心バスターミナルの利用者は、次に掲げる行為をしてはなら

ない。

 一般乗合旅客自動車の円滑な運行を妨げる等さいたま新都心バスターミナルの

機能を低下させること。

 他の自動車の駐車を妨げること。

 さいたま新都心バスターミナルの施設又は設備を損傷し、又は滅失するおそれ

のある行為をすること。

 前３号に掲げるもののほか、さいたま新都心バスターミナルの管理に支障を及

ぼすおそれのある行為をすること。

 （利用の拒否）

第２０条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、さいたま新都心バスター

ミナルの利用を拒否することができる。

 発火性、引火性又は爆発性の物品を積載しているとき。

 さいたま新都心バスターミナルの構造又は管理上、利用を不適当と認めたとき。



 この条例若しくはこの条例に基づく規則に違反し、又は係員の指示に従わない

とき。

 前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。

 （利用の休止）

第２１条 市長は、さいたま新都心バスターミナルの補修その他管理上必要があると

認めるときは、さいたま新都心バスターミナルの全部又は一部の利用を休止するこ

とができる。

 （損害賠償の義務）

第２２条 さいたま新都心バスターミナルの利用者は、故意又は過失によりさいたま

新都心バスターミナルの施設又は設備を損傷し、又は滅失したときは、その損害を

賠償しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この

限りでない。

 （委任）

第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

   附 則

 この条例は、令和２年６月１日から施行する。ただし、第１条から第４条まで及び

第１１条から第２３条まで並びに別表第２及び別表第３の規定のうちバス駐車場に係

る部分については、令和元年１０月１日から施行する。



別表第１（第１０条関係）

路線のキロ程 バスターミナル使用料

３００キロメートル未満 ５００円

３００キロメートル以上５００キロメートル未満 ８００円

５００キロメートル以上７００キロメートル未満 １，０００円

７００キロメートル以上 １，２００円



別表第２（第１２条関係）

駐車場の区分 車種

一般車駐車場 普通自動車、小型自動車及び軽自動車

バス駐車場 バス

 備考

  １ この表において「普通自動車」とは、道路運送車両法施行規則（昭和２６年

運輸省令第７４号。以下「省令」という。）別表第１に掲げる普通自動車のう

ち、人の運送の用に供する乗車定員１０人以下のものをいう。

  ２ この表において「小型自動車」とは、省令別表第１に掲げる小型自動車のう

ち、貨物又は人の運送の用に供するもので、二輪自動車以外のものをいう。

  ３ この表において「軽自動車」とは、省令別表第１に掲げる軽自動車のうち、

二輪自動車以外のものをいう。

  ４ この表において「バス」とは、省令別表第１に掲げる普通自動車のうち、人

の運送の用に供する乗車定員１１人以上のものをいう。



別表第３（第１３条関係）

駐車場の区分 駐車時間 駐車場使用料

一般車駐車場 ５時間まで ３０分につき ２００円

５時間を超え２４時間まで ２，０００円

バス駐車場 ４時間まで ３０分につき ５００円

４時間を超え２４時間まで ４，０００円

 備考 

  １ 駐車場使用料の算定において、３０分に満たない駐車時間は、３０分とする。

  ２ 駐車場使用料の算定において、駐車時間が２４時間を超える場合は、２４時

間ごとに再度入場したものとみなして、駐車場使用料を算定する。



さいたま市条例第１１号 

さいたま市給水条例の一部を改正する条例

さいたま市給水条例（平成１３年さいたま市条例第２７８号）の一部を次のように

改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （手数料）  （手数料）

第３９条 手数料は、次の表に掲げる区分により、

申込者からこれを徴収する。

第３９条 手数料は、次の表に掲げる区分により、

申込者からこれを徴収する。

手数料の

区分

種別 単位 金額

 指定

給水装

置工事

事業者

手数料

指定を

受ける

場合

 ［略］

指定の

更新を

受ける

場合

１件

につ

き

１０，０００円

 ［略］

 ［略］

手数料の

区分

種別 単位 金額

 指定

給水装

置工事

事業者

手数料

指定を

受ける

場合

 ［略］

 ［略］

 ［略］

 （給水装置の基準違反に対する措置）

第４２条 管理者は、水の供給を受ける者の給水装

置の構造及び材質が、水道法施行令（昭和３２年

政令第３３６号）第６条に規定する給水装置の構

造及び材質の基準に適合していないときは、その

者の水道の使用の申込みを拒み、又はその者が給

水装置をその基準に適合させるまでの間、その者

に対する給水を停止することができる。

２・３ ［略］

 （給水装置の基準違反に対する措置）

第４２条 管理者は、水の供給を受ける者の給水装

置の構造及び材質が、水道法施行令（昭和３２年

政令第３３６号）第５条に規定する給水装置の構

造及び材質の基準に適合していないときは、その

者の水道の使用の申込みを拒み、又はその者が給

水装置をその基準に適合させるまでの間、その者

に対する給水を停止することができる。

２・３ ［略］

附 則

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市条例第１２号 

さいたま市火災予防条例の一部を改正する条例

さいたま市火災予防条例（平成１３年さいたま市条例第２８１号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （設置の免除） 

第３９条の５ 前３条の規定にかかわらず、次の各

号に掲げるときは、当該各号に定める設備の有効

範囲内の住宅の部分について住宅用防災警報器又

は住宅用防災報知設備（以下この章において「住

宅用防災警報器等」という。）を設置しないこと

ができる。 

 第３９条の３第１項各号に掲げる住宅の部分

にスプリンクラー設備（標示温度が７５度以下

で種別が１種の閉鎖型スプリンクラーヘッドを

備えているものに限る。）を令第１２条に定め

る技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準

の例により設置したとき。

  ～  ［略］ 

 第３９条の３第１項各号に掲げる住宅の部分

に特定小規模施設用自動火災報知設備を特定小

規模施設における必要とされる防火安全性能を

有する消防の用に供する設備等に関する省令（

平成２０年総務省令第１５６号）第３条第２項

及び第３項に定める技術上の基準に従い、又は

当該技術上の基準の例により設置したとき。 

 ［略］ 

 （設置の免除） 

第３９条の５ 前３条の規定にかかわらず、次の各

号に掲げるときは、当該各号に定める設備の有効

範囲内の住宅の部分について住宅用防災警報器又

は住宅用防災報知設備（以下この章において「住

宅用防災警報器等」という。）を設置しないこと

ができる。 

 第３９条の３第１項各号に掲げる住宅の部分

にスプリンクラー設備（標示温度が７５度以下

で作動時間が６０秒以内の閉鎖型スプリンクラ

ーヘッドを備えているものに限る。）を令第１

２条に定める技術上の基準に従い、又は当該技

術上の基準の例により設置したとき。

  ～  ［略］ 

 ［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。 



さいたま市条例第１３号 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市消防関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７４号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事務の種類 手数料の額

１ ［略］

２ 法第１１条第１項前段の

規定による危険物の製造所、

貯蔵所又は取扱所の設置の

許可の申請に対する審査

 ［略］ ［略］

 貯蔵所

ア～エ ［略］  ［略］

オ 浮き屋根式特定屋外

タンク貯蔵所又は浮き

蓋付特定屋外タンク貯

蔵所

（ア）・（イ） ［略］ ［略］

（ウ） 危険物の貯蔵最大

数量が１０，０００

キロリットル以上５

０，０００キロリッ

トル未満のもの

１件につき 

１，５９０，

０００円

（エ） 危険物の貯蔵最大

数量が５０，０００

キロリットル以上１

００，０００キロリ

ットル未満のもの

１件につき 

１，９５０，

０００円

（オ） 危険物の貯蔵最大

数量が１００，００

０キロリットル以上

２００，０００キロ

リットル未満のもの

１件につき 

２，２７０，

０００円

事務の種類 手数料の額

１ ［略］

２ 法第１１条第１項前段の

規定による危険物の製造所、

貯蔵所又は取扱所の設置の

許可の申請に対する審査

 ［略］ ［略］

 貯蔵所

ア～エ ［略］  ［略］

オ 浮き屋根式特定屋外

タンク貯蔵所又は浮き

蓋付特定屋外タンク貯

蔵所

（ア）・（イ） ［略］ ［略］

（ウ） 危険物の貯蔵最大

数量が１０，０００

キロリットル以上５

０，０００キロリッ

トル未満のもの

１件につき 

１，５８０，

０００円

（エ） 危険物の貯蔵最大

数量が５０，０００

キロリットル以上１

００，０００キロリ

ットル未満のもの

１件につき 

１，９４０，

０００円

（オ） 危険物の貯蔵最大

数量が１００，００

０キロリットル以上

２００，０００キロ

リットル未満のもの

１件につき 

２，２６０，

０００円



（カ）～（ク） ［略］  ［略］

カ～シ ［略］  ［略］

 ［略］ ［略］

３～３２ ［略］

（カ）～（ク） ［略］  ［略］

カ～シ ［略］  ［略］

 ［略］ ［略］

３～３２ ［略］

   附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市条例第１４号 

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例

 （さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条

例の一部改正）

第１条 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関す

る条例（平成２６年さいたま市条例第５２号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （利用定員）  （利用定員） 

第３７条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保育

事業にあっては、その利用定員（法第２９条第１

項の確認において定めるものに限る。以下この章

において同じ。）の数を１人以上５人以下、小規

模保育事業Ａ型（さいたま市家庭的保育事業等の

設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年さ

いたま市条例第５５号）第２８条に規定する小規

模保育事業Ａ型をいう。第４２条第３項第１号に

おいて同じ。）及び小規模保育事業Ｂ型（同条例

第３１条第１項に規定する小規模保育事業Ｂ型を

いう。第４２条第３項第１号において同じ。）に

あっては、その利用定員の数を６人以上１９人以

下、小規模保育事業Ｃ型（同条例第３３条に規定

する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第６項にお

いて同じ。）にあっては、その利用定員の数を６

人以上１０人以下、居宅訪問型保育事業にあって

は、その利用定員の数を１人とする。 

第３７条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保育

事業にあっては、その利用定員（法第２９条第１

項の確認において定めるものに限る。以下この章

において同じ。）の数を１人以上５人以下、小規

模保育事業Ａ型（さいたま市家庭的保育事業等の

設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年さ

いたま市条例第５５号）第２８条に規定する小規

模保育事業Ａ型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ

型（同条例第３１条第１項に規定する小規模保育

事業Ｂ型をいう。）にあっては、その利用定員の

数を６人以上１９人以下、小規模保育事業Ｃ型（

同条例第３３条に規定する小規模保育事業Ｃ型を

いう。附則第６項において同じ。）にあっては、

その利用定員の数を６人以上１０人以下、居宅訪

問型保育事業にあっては、その利用定員の数を１

人とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （特定教育・保育施設等との連携）  （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育

事業を行う者を除く。以下この項から第５項まで

において同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ

確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的

に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育

事業を行う者を除く。以下この項において同じ。

 ）は、特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、

及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、

 次に掲げる事項に係る連携協力を行う認定こども



力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下

「連携施設」という。）を適切に確保しなければ

ならない。 

 園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。

 ）を適切に確保しなければならない。 

 ［略］    ［略］ 

 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事

業所の職員の病気、休暇等により特定地域型保

育を提供することができない場合に、当該特定

地域型保育事業者に代わって提供する特定教育

  ・保育をいう。以下この条において同じ。）を

提供すること。 

 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事

業所の職員の病気、休暇等により特定地域型保

育を提供することができない場合に、当該特定

地域型保育事業者に代わって提供する特定教育

  ・保育をいう。）を提供すること。 

 ［略］    ［略］ 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育

の提供に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認める場合であって、次の各号に掲げる要件の

全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定

を適用しないこととすることができる。 

 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる

事項に係る連携協力を行う者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が明確化されてい

ること。 

 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、

 次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者として適切に確保しなけれ

ばならない。 

 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育

事業を行う場所又は事業所（次号において「事

業実施場所」という。）以外の場所又は事業所

において代替保育が提供される場合 小規模保

育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事

業所内保育事業を行う者（次号において「小規

模保育事業Ａ型事業者等」という。）

 事業実施場所において代替保育が提供される

場合 事業の規模等を勘案して小規模保育事業

Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市長が認

める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第

３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるときは、同号の規定を適用し

ないこととすることができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、

児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち、

 次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに

限る。）であって、市長が適当と認めるものを第

１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者

として適切に確保しなければならない。 



 法第５９条の２第１項の規定による助成を受

けている者の設置する施設（児童福祉法第６条

の３第１２項に規定する業務を目的とするもの

に限る。） 

 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業

務又は同法第３９条第１項に規定する業務を目

的とする施設であって、同法第６条の３第９項

第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児

の保育を行うことに要する費用に係る地方公共

団体の補助を受けているもの 

６ 居宅訪問型保育事業を行う者は、さいたま市家

庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条

例第３７条第１号に規定する乳幼児に対する保育

を行う場合にあっては、第１項の規定にかかわら

ず、当該乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適

切な専門的な支援その他の便宜の供与を受けられ

るよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設（

児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設を

いう。）その他の市の指定する施設を適切に確保

しなければならない。 

２ 居宅訪問型保育事業を行う者は、さいたま市家

庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条

例第３７条第１号に規定する乳幼児に対する保育

 を行う場合にあっては、前項の規定にかかわらず、

 当該乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適切な

専門的な支援その他の便宜の供与を受けられるよ

う、あらかじめ、連携する障害児入所施設（児童

福祉法第４２条に規定する障害児入所施設をいう。

 ）その他の市の指定する施設を適切に確保しなけ

ればならない。 

７ 事業所内保育事業（第３７条第２項の規定によ

り定める利用定員が２０人以上のものに限る。次

項において「保育所型事業所内保育事業」という。

 ）を行う者については、第１項の規定にかかわら

ず、連携施設の確保に当たって、同項第１号及び

第２号に係る連携協力を求めることを要しない。

３ 事業所内保育事業を行う者であって、第３７条

第２項の規定により定める利用定員が２０人以上

のものについては、第１項の規定にかかわらず、

連携施設の確保に当たって、同項第１号及び第２

号に係る連携協力を求めることを要しない。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児

童福祉法第６条の３第１２項第２号に規定する事

業を行うものであって、市長が適当と認めるもの

（附則第７項において「特例保育所型事業所内保

育事業者」という。）については、第１項の規定

にかかわらず、連携施設の確保をしないことがで

きる。 

９ ［略］ ４ ［略］ 

   附 則    附 則 

１～６ ［略］ １～６ ［略］ 

 （連携施設に関する経過措置）  （連携施設に関する経過措置） 

７ 特定地域型保育事業者（特例保育所型事業所内

保育事業者を除く。）は、連携施設の確保が著し

く困難であって、法第５９条第４号に規定する事

業による支援その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると市長が認める場合は、第４２条第１

項の規定にかかわらず、この条例の施行の日から

起算して１０年を経過する日までの間、連携施設

を確保しないことができる。 

７ 特定地域型保育事業者は、連携施設の確保が著

しく困難であって、法第５９条第４号に規定する

事業による支援その他の必要な適切な支援を行う

ことができると市が認める場合は、第４２条第１

項の規定にかかわらず、この条例の施行の日から

起算して５年を経過する日までの間、連携施設を

確保しないことができる。 

第２条 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関す



る条例の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 教育・保育給付認定 法第２０条第４項に規

定する教育・保育給付認定をいう。 

 支給認定 法第２０条第４項に規定する支給

認定をいう。 

 教育・保育給付認定保護者 法第２０条第４

  項に規定する教育・保育給付認定保護者をいう。

 支給認定保護者 法第２０条第４項に規定す

る支給認定保護者をいう。 

 教育・保育給付認定子ども 法第２０条第４

  項に規定する教育・保育給付認定子どもをいう。

 支給認定子ども 法第２０条第４項に規定す

る支給認定子どもをいう。 

 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ど

も・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２

１３号。以下「令」という。）第４条第１項に

規定する満３歳以上教育・保育給付認定子ども

をいう。 

 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第

１項第２号に規定する特定満３歳以上保育認定

子どもをいう。 

 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項

に規定する満３歳未満保育認定子どもをいう。

 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第

２号に規定する市町村民税所得割合算額をいう。

 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に

規定する負担額算定基準子どもをいう。 

 ［略］  ［略］ 

 教育・保育給付認定の有効期間 法第２１条

に規定する教育・保育給付認定の有効期間をい

う。 

 支給認定の有効期間 法第２１条に規定する

支給認定の有効期間をいう。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

(21) 法定代理受領 法第２７条第５項（法第２８

条第４項において準用する場合を含む。）又は

法第２９条第５項（法第３０条第４項において

準用する場合を含む。）の規定により市が支払

う特定教育・保育又は特定地域型保育に要した

 法定代理受領 法第２７条第５項（法第２８

条第４項の規定において準用する場合を含む。

）又は法第２９条第５項（法第３０条第４項の

規定において準用する場合を含む。）の規定に

より市が支払う特定教育・保育又は特定地域型



費用の額の一部を、教育・保育給付認定保護者

に代わり特定教育・保育施設又は特定地域型保

育事業者が受領することをいう。 

保育に要した費用の額の一部を、支給認定保護

者に代わり特定教育・保育施設又は特定地域型

保育事業者が受領することをいう。 

(22) ［略］    ［略］ 

(23) ［略］    ［略］ 

(24) ［略］    ［略］ 

(25) ［略］    ［略］ 

(26) ［略］  (21) ［略］ 

(27) ［略］  (22) ［略］ 

 （一般原則）  （一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）

は、良質かつ適切であり、かつ、子どもの保護者

の経済的負担の軽減について適切に配慮された内

容及び水準の特定教育・保育又は特定地域型保育

の提供を行うことにより、全ての子どもが健やか

に成長するために適切な環境が等しく確保される

ことを目指すものでなければならない。 

２～４ ［略］ 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）

は、良質かつ適切な内容及び水準の特定教育・保

育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、

全ての子どもが健やかに成長するために適切な環

境が等しく確保されることを目指すものでなけれ

ばならない。 

２～４ ［略］ 

   （利用定員） 

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （内容及び手続の説明及び同意）  （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の

提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の申込

みを行った教育・保育給付認定保護者（以下「利

用申込者」という。）に対し、第２０条に規定す

る運営規程の概要、職員の勤務体制、第１３条の

規定により支払を受ける費用に関する事項その他

の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認め

られる重要事項を記した文書を交付して説明を行

い、当該提供の開始について利用申込者の同意を

得なければならない。 

２～６ ［略］ 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の

提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の申込

みを行った支給認定保護者（以下「利用申込者」

という。）に対し、第２０条に規定する運営規程

の概要、職員の勤務体制、利用者負担その他の利

用申込者の教育・保育の選択に資すると認められ

る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、

当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２～６ ［略］ 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等）  （利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否

の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認

定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当

な理由がなければ、これを拒んではならない。 

第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者か

ら利用の申込みを受けたときは、正当な理由がな

ければ、これを拒んではならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園

に限る。以下この項において同じ。）は、利用の

申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同号に掲げる小学校就学前

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園

に限る。以下この項において同じ。）は、利用の

申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同号に掲げる小学校就学前



子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数

の総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の数

を超える場合においては、抽選、申込みを受けた

順序により決定する方法、当該特定教育・保育施

設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針

等に基づく選考その他公正な方法（第４項におい

て「選考方法」という。）により選考しなければ

ならない。 

子どもに該当する支給認定子どもの数の総数が、

当該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員の数を超える場

合においては、抽選、申込みを受けた順序により

決定する方法、当該特定教育・保育施設の設置者

の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく

選考その他公正な方法（第４項において「選考方

法」という。）により選考しなければならない。

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所

に限る。以下この項及び次条第２項において同じ。

 ）は、利用の申込みに係る法第１９条第１項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及

び当該特定教育・保育施設を現に利用している同

項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの数の総数

が、当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第

３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の数を超える場合においては、法第２０条

第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必

要性が高いと認められる教育・保育給付認定子ど

もが優先的に利用できるよう、選考するものとす

る。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所

に限る。以下この項及び次条第２項において同じ。

 ）は、利用の申込みに係る法第１９条第１項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及

び当該特定教育・保育施設を現に利用している同

項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する支給認定子どもの数の総数が、当該特

定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の数

を超える場合においては、法第２０条第４項の規

定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる支給認定子どもが優先的に利用でき

るよう、選考するものとする。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法をあ

らかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した上

で、選考を行わなければならない。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法をあ

らかじめ支給認定保護者に明示した上で、選考を

行わなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教育

 ・保育給付認定子どもに対し自ら適切な教育・保

育を提供することが困難である場合は、適切な特

定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介

する等の適切な措置を速やかに講じなければなら

ない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る支給

認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供す

ることが困難である場合は、適切な特定教育・保

育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適

切な措置を速やかに講じなければならない。 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力）  （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 

２ 特定教育・保育施設は、法第１９条第１項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定教

育・保育施設の利用について児童福祉法第２４条

第３項（同法附則第７３条第１項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定により市

が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しな

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、法第１９条第１項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもに係る当該特定教育・保育施

設の利用について児童福祉法第２４条第３項（同

法附則第７３条第１項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）の規定により市が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力しなければなら

ない。 

 （受給資格等の確認）  （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の

提供を求められた場合は、必要に応じて、教育・

保育給付認定保護者の提示する支給認定証（教育

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の

提供を求められた場合は、必要に応じて、支給認

定保護者の提示する支給認定証（支給認定保護者



 ・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受け

ていない場合にあっては、子ども・子育て支援法

施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条

第２項の規定による通知）によって、教育・保育

給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該

当する法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学

前子どもの区分、教育・保育給付認定の有効期間

及び保育必要量等を確かめるものとする。 

が支給認定証の交付を受けていない場合にあって

は、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年

内閣府令第４４号）第７条第２項に規定する通知

）によって、支給認定の有無、支給認定子どもの

該当する法第１９条第１項各号に掲げる小学校就

学前子どもの区分、支給認定の有効期間及び保育

必要量等を確かめるものとする。 

 （教育・保育給付認定の申請に係る援助）  （支給認定の申請に係る援助） 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認

定を受けていない保護者から利用の申込みがあっ

た場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに

 当該申請が行われるよう必要な援助を行わなけれ

ばならない。 

第９条 特定教育・保育施設は、支給認定を受けて

いない保護者から利用の申込みがあった場合は、

当該保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が

行われるよう必要な援助を行わなければならない。

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定の

変更の認定の申請が遅くとも教育・保育給付認定

保護者が受けている教育・保育給付認定の有効期

間の満了日の３０日前には行われるよう必要な援

助を行わなければならない。ただし、緊急その他

やむを得ない理由がある場合には、この限りでな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定の変更の認定

の申請が遅くとも支給認定保護者が受けている支

給認定の有効期間の満了日の３０日前には行われ

るよう必要な援助を行わなければならない。ただ

し、緊急その他やむを得ない理由がある場合には、

 この限りでない。 

 （心身の状況等の把握）  （心身の状況等の把握） 

第１０条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供に当たっては、教育・保育給付認定子ども

の心身の状況、その置かれている環境、他の特定

教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなけ

ればならない。 

第１０条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供に当たっては、支給認定子どもの心身の状

況、その置かれている環境、他の特定教育・保育

施設等の利用状況等の把握に努めなければならな

い。 

 （小学校等との連携）  （小学校等との連携） 

第１１条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供の終了に際しては、教育・保育給付認定子

どもについて、小学校における教育又は他の特定

教育・保育施設等において継続的に提供される教

育・保育との円滑な接続に資するよう、教育・保

 育給付認定子どもに係る情報の提供その他小学校、

 特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援

事業を行う者その他の機関との密接な連携に努め

なければならない。 

第１１条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供の終了に際しては、支給認定子どもについ

て、小学校における教育又は他の特定教育・保育

施設等において継続的に提供される教育・保育と

の円滑な接続に資するよう、支給認定子どもに係

る情報の提供その他小学校、特定教育・保育施設

等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他

の機関との密接な連携に努めなければならない。

 （利用者負担額等の受領）  （利用者負担額等の受領） 

第１３条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

を提供した際は、教育・保育給付認定保護者（満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者に限る。）から当該特定教育・保育に係

る利用者負担額（満３歳未満保育認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者についての法第２７

条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払を受

第１３条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下こ

の条及び次条において同じ。）を提供した際は、

支給認定保護者から当該特定教育・保育に係る利

用者負担額（法第２７条第３項第２号に掲げる額

（特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する

場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定す



けるものとする。 る市が定める額とし、特別利用教育を提供する場

合にあっては同項第３号に規定する市が定める額

 とする。）をいう。）の支払を受けるものとする。

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けな

いときは、教育・保育給付認定保護者から、当該

特定教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額

（法第２７条第３項第１号に掲げる額をいう。次

項において同じ。）の支払を受けるものとする。

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けな

いときは、支給認定保護者から、当該特定教育・

保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第２７

条第３項第１号に規定する額（その額が現に当該

特定教育・保育に要した費用を超えるときは、当

 該現に特定教育・保育に要した費用の額）をいい、

 当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供す

る場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定

する内閣総理大臣が定める基準により算定した費

用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した

費用を超えるときは、当該現に特別利用保育に要

した費用の額）を、特別利用教育を提供する場合

にあっては同項第３号に規定する内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該特別利用教育に要した費用を超えるときは、

 当該現に特別利用教育に要した費用の額）をいう。

次項において同じ。）の支払を受けるものとする。

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける

額のほか、特定教育・保育の提供に当たって、当

該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要

であると認められる対価について、当該特定教育

 ・保育に要する費用として見込まれるものの額と

特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金

額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給付

認定保護者から受けることができる。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける

額のほか、特定教育・保育の提供に当たって、当

該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要

であると認められる対価について、当該特定教育

 ・保育に要する費用として見込まれるものの額と

特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金

額の範囲内で設定する額の支払を支給認定保護者

から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける

額のほか、特定教育・保育において提供される便

宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支

払を教育・保育給付認定保護者から受けることが

できる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける

額のほか、特定教育・保育において提供される便

宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支

払を支給認定保護者から受けることができる。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 

 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要

する費用 

 食事の提供に要する費用（法第１９条第１項

第３号に掲げる小学校就学前子どもに対する食

事の提供に要する費用を除き、同項第２号に掲

げる小学校就学前子どもについては主食の提供

に係る費用に限る。） 

  ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保

育給付認定子どものうち、その教育・保育給

付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保

護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民

税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める

金額未満であるものに対する副食の提供 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども ７７，１０１円 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認



定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。イ（イ）において同じ。） ５７，７

００円（令第４条第２項第６号に規定する

特定教育・保育給付認定保護者にあっては、

    ７７，１０１円） 

  イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保

育給付認定子どものうち、負担額算定基準子

ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学

校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部の第１学年から第３学年までに在

   籍する子どもをいう。以下イ（ア）において同じ。

   ）が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞ

れ（ア）又は（イ）に定める者に該当するものに対す

る副食の提供（アに該当するものを除く。）

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども 負担額算定基準子ども又は小学

校第３学年修了前子ども（そのうち最年長

者及び２番目の年長者である者を除く。）

である者 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども 負担額算定基準子ども（そのう

ち最年長者及び２番目の年長者である者を

除く。）である者 

  ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の

提供 

 ［略］    ［略］ 

 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育

において提供される便宜に要する費用のうち、

特定教育・保育施設の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、教育・保育給

付認定保護者に負担させることが適当と認めら

れるもの 

 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育

において提供される便宜に要する費用のうち、

特定教育・保育施設の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、支給認定保護

者に負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支

払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該

費用の額を支払った教育・保育給付認定保護者に

対し交付しなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支

払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該

費用の額を支払った支給認定保護者に対し交付し

なければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の金

銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の

使途及び額並びに教育・保育給付認定保護者に金

銭の支払を求める理由について書面によって明ら

かにするとともに、教育・保育給付認定保護者に

対して説明を行い、文書による同意を得なければ

ならない。ただし、同項の規定による金銭の支払

に係る同意については、文書によることを要しな

い。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の金

銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の

使途及び額並びに支給認定保護者に金銭の支払を

求める理由について書面によって明らかにすると

ともに、支給認定保護者に対して説明を行い、文

書による同意を得なければならない。ただし、第

４項の規定による金銭の支払に係る同意について

は、文書によることを要しない。 

 （施設型給付費等の額に係る通知等）  （施設型給付費等の額に係る通知等） 



第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領に

より特定教育・保育に係る施設型給付費（法第２

７条第１項の施設型給付費をいう。以下この項、

第１９条及び第３６条第３項において同じ。）の

支給を受けた場合は、教育・保育給付認定保護者

に対し、当該教育・保育給付認定保護者に係る施

設型給付費の額を通知しなければならない。 

第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領に

より特定教育・保育に係る施設型給付費（法第２

８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。

以下この項及び第１９条において同じ。）の支給

を受けた場合は、支給認定保護者に対し、当該支

給認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しな

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理

受領を行わない特定教育・保育に係る費用の額の

支払を受けた場合は、その提供した特定教育・保

育の内容、費用の額その他必要と認められる事項

を記載した特定教育・保育提供証明書を教育・保

育給付認定保護者に対して交付しなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理

受領を行わない特定教育・保育に係る費用の額の

支払を受けた場合は、その提供した特定教育・保

育の内容、費用の額その他必要と認められる事項

を記載した特定教育・保育提供証明書を支給認定

保護者に対して交付しなければならない。 

 （特定教育・保育に関する評価等）  （特定教育・保育に関する評価等） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育

 ・保育施設を利用する教育・保育給付認定保護者

その他の特定教育・保育施設の関係者（当該特定

教育・保育施設の職員を除く。）による評価又は

外部の者による評価を受けて、それらの結果を公

表し、常にその改善を図るよう努めなければなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育

 ・保育施設を利用する支給認定保護者その他の特

定教育・保育施設の関係者（当該特定教育・保育

施設の職員を除く。）による評価又は外部の者に

よる評価を受けて、それらの結果を公表し、常に

その改善を図るよう努めなければならない。 

 （相談及び援助）  （相談及び援助） 

第１７条 特定教育・保育施設は、常に教育・保育

給付認定子どもの心身の状況、その置かれている

環境等の的確な把握に努め、当該教育・保育給付

認定子ども又は当該教育・保育給付認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者に対し、その相談

に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援

助を行わなければならない。 

第１７条 特定教育・保育施設は、常に支給認定子

どもの心身の状況、その置かれている環境等の的

確な把握に努め、支給認定子ども又はその保護者

に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要

な助言その他の援助を行わなければならない。 

 （緊急時等の対応）  （緊急時等の対応） 

第１８条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定

教育・保育の提供を行っているときに教育・保育

給付認定子どもに体調の急変が生じた場合その他

必要な場合は、速やかに当該教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者又は医療

機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

第１８条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定

教育・保育の提供を行っているときに支給認定子

どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合

は、速やかに当該支給認定子どもの保護者又は医

療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 （教育・保育給付認定保護者に関する市への通知

） 

 （支給認定保護者に関する市への通知） 

第１９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

を受けている教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者が偽りその他不正な行為

によって施設型給付費の支給を受け、又は受けよ

第１９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

を受けている支給認定子どもの保護者が偽りその

他不正な行為によって施設型給付費の支給を受け、

 又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付



うとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨

を市に通知しなければならない。 

してその旨を市に通知しなければならない。 

 （運営規程）  （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程（第２３

条において「運営規程」という。）を定めておか

なければならない。 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程（第２３

条において「運営規程」という。）を定めておか

なければならない。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

 第１３条の規定により教育・保育給付認定保

護者から支払を受ける費用の種類、支払を求め

る理由及びその額 

 支給認定保護者から受領する利用者負担その

他の費用の種類、支払を求める理由及びその額

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 （勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等） 

第２１条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付

認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供

することができるよう、職員の勤務の体制を定め

ておかなければならない。 

第２１条 特定教育・保育施設は、支給認定子ども

に対し、適切な特定教育・保育を提供することが

できるよう、職員の勤務の体制を定めておかなけ

ればならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施

設の職員によって特定教育・保育を提供しなけれ

ばならない。ただし、教育・保育給付認定子ども

に対する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼ

さない業務については、この限りでない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施

設の職員によって特定教育・保育を提供しなけれ

ばならない。ただし、支給認定子どもに対する特

定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさない業務

については、この限りでない。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

 （教育・保育給付認定子どもを平等に取り扱う原

則） 

 （支給認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第２４条 特定教育・保育施設においては、教育・

保育給付認定子どもの国籍、信条、社会的身分又

は特定教育・保育の提供に要する費用を負担する

か否かによって、差別的取扱いをしてはならない。

第２４条 特定教育・保育施設においては、支給認

定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定教育

 ・保育の提供に要する費用を負担するか否かによ

って、差別的取扱いをしてはならない。 

 （虐待等の禁止）  （虐待等の禁止） 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保

育給付認定子どもに対し、児童福祉法第３３条の

１０各号に掲げる行為その他当該教育・保育給付

認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をし

てはならない。 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、支給認定

子どもに対し、児童福祉法第３３条の１０各号に

掲げる行為その他当該支給認定子どもの心身に有

害な影響を与える行為をしてはならない。 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こ

ども園及び保育所に限る。以下この条において同

じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、

教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第４

７条第３項の規定により懲戒に関しその教育・保

育給付認定子どもの福祉のために必要な措置を採

るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等そ

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こ

ども園及び保育所に限る。以下この条において同

じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、

支給認定子どもに対し児童福祉法第４７条第３項

の規定により懲戒に関しその支給認定子どもの福

祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛

を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはな



の権限を濫用してはならない。 らない。 

 （秘密保持等）  （秘密保持等） 

第２７条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、

 正当な理由がなく、その業務上知り得た教育・保

育給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らして

はならない。 

第２７条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、

 正当な理由がなく、その業務上知り得た支給認定

 子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正

当な理由がなく、その業務上知り得た教育・保育

給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らすこと

がないよう、必要な措置を講じなければならない。

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正

当な理由がなく、その業務上知り得た支給認定子

 ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

 必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育

 ・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行

う者その他の機関に対して、教育・保育給付認定

子どもに関する情報を提供する際には、あらかじ

め文書により当該教育・保育給付認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者の同意を得ておかな

ければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育

 ・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行

う者その他の機関に対して、支給認定子どもに関

する情報を提供する際には、あらかじめ文書によ

り当該支給認定子どもの保護者の同意を得ておか

なければならない。 

 （情報の提供等）  （情報の提供等） 

第２８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

施設を利用しようとする小学校就学前子どもに係

る教育・保育給付認定保護者が、その希望を踏ま

えて適切に特定教育・保育施設を選択することが

できるように、当該特定教育・保育施設が提供す

る特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行

うよう努めなければならない。 

第２８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

施設を利用しようとする小学校就学前子どもに係

る支給認定保護者が、その希望を踏まえて適切に

特定教育・保育施設を選択することができるよう

に、当該特定教育・保育施設が提供する特定教育

 ・保育の内容に関する情報の提供を行うよう努め

なければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （苦情解決）  （苦情解決） 

第３０条 特定教育・保育施設は、その提供した特

定教育・保育に関する教育・保育給付認定子ども

又は教育・保育給付認定保護者その他の当該教育

 ・保育給付認定子どもの家族（以下この条におい

て「教育・保育給付認定子ども等」という。）か

らの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情

を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措

置を講じなければならない。 

第３０条 特定教育・保育施設は、その提供した特

定教育・保育に関する支給認定子ども又は支給認

定保護者その他の当該支給認定子どもの家族（以

下この条において「支給認定子ども等」という。

）からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、

苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要

な措置を講じなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育

 ・保育に関する教育・保育給付認定子ども等から

の苦情に関して市が実施する事業に協力するよう

努めなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育

 ・保育に関する支給認定子ども等からの苦情に関

して市が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育

 ・保育に関し、法第１４条第１項の規定により市

が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出

若しくは提示の命令又は当該市の職員からの質問

若しくは特定教育・保育施設の設備若しくは帳簿

書類その他の物件の検査に応じ、及び教育・保育

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育

 ・保育に関し、法第１４条第１項の規定により市

が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出

若しくは提示の命令又は当該市の職員からの質問

若しくは特定教育・保育施設の設備若しくは帳簿

書類その他の物件の検査に応じ、及び支給認定子



給付認定子ども等からの苦情に関して市が行う調

査に協力するとともに、市から指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改

善を行わなければならない。 

ども等からの苦情に関して市が行う調査に協力す

るとともに、市から指導又は助言を受けた場合は、

 当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

５ ［略］ ５ ［略］ 

 （事故発生の防止及び発生時の対応）  （事故発生の防止及び発生時の対応） 

第３２条 ［略］ 第３２条 ［略］ 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子

どもに対する特定教育・保育の提供により事故が

発生した場合は、速やかに市、当該教育・保育給

付認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、必

要な措置を講じなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対す

る特定教育・保育の提供により事故が発生した場

合は、速やかに市、当該支給認定子どもの家族等

に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

４ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子

どもに対する特定教育・保育の提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに

行わなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対す

る特定教育・保育の提供により賠償すべき事故が

発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなけれ

ばならない。 

 （記録の整備）  （記録の整備） 

第３４条 ［略］ 第３４条 ［略］ 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子

どもに対する特定教育・保育の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対す

る特定教育・保育の提供に関する次に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存しなけれ

ばならない。 

 ［略］    ［略］ 

 第１２条の規定による特定教育・保育の提供

の記録 

 第１２条に規定する特定教育・保育の提供に

係る必要な事項の記録 

 第１９条の規定による市への通知に係る記録  第１９条に規定する市への通知に係る記録 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

 （特別利用保育の基準）  （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以

下この条において同じ。）が法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

 ・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供

する場合には、法第３４条第１項第３号に規定す

る基準を遵守しなければならない。 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以

下この条において同じ。）が法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合に

は、法第３４条第１項第３号に規定する基準を遵

守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別

利用保育を提供する場合には、当該特別利用保育

に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

の数及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの数の総数が、

第４条第２項第３号の規定により定められた法第

１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別

利用保育を提供する場合には、当該特別利用保育

に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子どもの数及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している同項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもの数の総数が、第４条第２項第３号の

規定により定められた法第１９条第１項第２号に

掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を

超えないものとする。 



３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、特定教育・保育

には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設

型給付費（法第２８条第 1項の特例施設型給付費

をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞ

れ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７

条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合

において、第６条第２項中「特定教育・保育施設

（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項に

おいて同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施

設（特別利用保育を提供している施設に限る。以

下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「同項第１号又は第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」と、第１３条第２項中「法第２

７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第

２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第４項第３号

イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「除く」とあ

るのは「除き、特別利用保育を受ける者を含む」

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、特定教育・保育

には特別利用保育を含むものとして、本章（第６

条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適

用する。この場合において、第６条第２項中「特

定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限

る。以下この項において同じ。）」とあるのは「

特定教育・保育施設（特別利用保育を提供してい

る施設に限る。以下この項において同じ。）」と、

 「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支

給認定子ども」とあるのは「同項第１号又は第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認

定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の数」とあるのは「同項

第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の数」とする。 

 （特別利用教育の基準）  （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以

下この条において同じ。）が法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

 ・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提

供する場合には、法第３４条第１項第２号に規定

する基準を遵守しなければならない。 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以

下この条において同じ。）が法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合

には、法第３４条第１項第２号に規定する基準を

遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別

利用教育を提供する場合には、当該特別利用教育

に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

の数及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの数の総数が、

第４条第２項第２号の規定により定められた法第

１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別

利用教育を提供する場合には、当該特別利用教育

に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子どもの数及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している同項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもの数の総数が、第４条第２項第２号の

規定により定められた法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を

超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、特定教育・保育

には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設

型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第

６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を

適用する。この場合において、第６条第２項中「

利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、特定教育・保育

には特別利用教育を含むものとして、本章（第６

条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適

用する。この場合において、第６条第２項中「利

用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小



の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる

小学校就学前子どもの数」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもの数の総数」とあるのは「同項第１号又は

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数の総数」と、「同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の数」とあるのは「同項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の数」と、第

１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額

」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、

 同号イ（イ）中「を除く」とあるのは「及び特別利用

教育を受ける者を除く」とする。 

学校就学前子どもの数」と、第１３条第４項第３

号中「除き、同項第２号に掲げる小学校就学前子

どもについては主食の提供に係る費用に限る。）

」とあるのは「除く。）」とする。 

   （利用定員） 

第３７条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業

を除く。）の利用定員（法第２９条第１項の確認

において定めるものに限る。以下この章において

同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人

以上５人以下、小規模保育事業Ａ型（さいたま市

家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する

条例（平成２６年さいたま市条例第５５号）第２

８条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。第４

２条第３項第１号において同じ。）及び小規模保

育事業Ｂ型（同条例第３１条第１項に規定する小

規模保育事業Ｂ型をいう。第４２条第３項第１号

 において同じ。）にあっては６人以上１９人以下、

 小規模保育事業Ｃ型（同条例第３３条に規定する

小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４項において

同じ。）にあっては６人以上１０人以下、居宅訪

問型保育事業にあっては１人とする。 

第３７条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保育

事業にあっては、その利用定員（法第２９条第１

項の確認において定めるものに限る。以下この章

において同じ。）の数を１人以上５人以下、小規

模保育事業Ａ型（さいたま市家庭的保育事業等の

設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年さ

いたま市条例第５５号）第２８条に規定する小規

模保育事業Ａ型をいう。第４２条第３項第１号に

おいて同じ。）及び小規模保育事業Ｂ型（同条例

第３１条第１項に規定する小規模保育事業Ｂ型を

いう。第４２条第３項第１号において同じ。）に

あっては、その利用定員の数を６人以上１９人以

下、小規模保育事業Ｃ型（同条例第３３条に規定

する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第６項にお

いて同じ。）にあっては、その利用定員の数を６

人以上１０人以下、居宅訪問型保育事業にあって

は、その利用定員の数を１人とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （内容及び手続の説明及び同意）  （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申

込者に対し、第４６条に規定する運営規程の概要、

 第４２条に規定する連携施設の種類、名称、連携

協力の概要、職員の勤務体制、第４３条の規定に

より支払を受ける費用に関する事項その他の利用

申込者の保育の選択に資すると認められる重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供

の開始について利用申込者の同意を得なければな

らない。 

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申

込者に対し、第４６条に規定する運営規程の概要、

 第４２条に規定する連携施設の種類、名称、連携

協力の概要、職員の勤務体制、利用者負担その他

の利用申込者の保育の選択に資すると認められる

重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当

該提供の開始について利用申込者の同意を得なけ

ればならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 



 （正当な理由のない提供拒否の禁止等）  （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 特定地域型保育事業者は、教育・保育給

付認定保護者から利用の申込みを受けたときは、

正当な理由がなければ、これを拒んではならない。

第３９条 特定地域型保育事業者は、支給認定保護

者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由

がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る

法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以

上保育認定子どもを除く。以下この章において同

じ。）の数の総数が、当該特定地域型保育事業所

の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の数を超える場合においては、法第２０

条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要

の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考するものと

する。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る

法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている同号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子どもの数の総数が、当該特定地域型

保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの

 区分に係る利用定員の数を超える場合においては、

 法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保

育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる支給認定子ど

もが優先的に利用できるよう、選考するものとす

る。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、前項の選考方

法をあらかじめ教育・保育給付認定保護者に明示

した上で、選考を行わなければならない。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、前項の選考方

法をあらかじめ支給認定保護者に明示した上で、

選考を行わなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体

制の確保が困難である場合その他利用申込者に係

る満３歳未満保育認定子どもに対し自ら適切な教

育・保育を提供することが困難である場合は、連

携施設その他の適切な特定教育・保育施設又は特

定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を速

やかに講じなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体

制の確保が困難である場合その他利用申込者に係

る支給認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を

提供することが困難である場合は、連携施設その

他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保

育事業を紹介する等の適切な措置を速やかに講じ

なければならない。 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力）  （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第４０条 ［略］ 第４０条 ［略］ 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定

子どもに係る特定地域型保育事業の利用について

児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第

１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。

 ）の規定により市が行う調整及び要請に対し、で

きる限り協力しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、法第１９条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもに係る特定地域型保育事業の利用につ

いて児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３

条第１項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対

し、できる限り協力しなければならない。 

 （心身の状況等の把握）  （心身の状況等の把握） 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育の提供に当たっては、満３歳未満保育認定子ど

もの心身の状況、その置かれている環境、他の特

定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育の提供に当たっては、支給認定子どもの心身の

状況、その置かれている環境、他の特定教育・保

育施設等の利用状況等の把握に努めなければなら

ない。 

 （特定教育・保育施設等との連携）  （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育

事業を行う者を除く。以下この項から第５項まで

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育

事業を行う者を除く。以下この項から第５項まで



において同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ

確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的

に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協

力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下

「連携施設」という。）を適切に確保しなければ

ならない。 

において同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ

確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的

に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協

力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下

「連携施設」という。）を適切に確保しなければ

ならない。 

 特定地域型保育の提供を受けている満３歳未

満保育認定子どもに集団保育を体験させるため

の機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に

必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助

言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。

 特定地域型保育の提供を受けている支給認定

子どもに集団保育を体験させるための機会の設

定、特定地域型保育の適切な提供に必要な特定

地域型保育事業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援を行うこと。 

 ［略］    ［略］ 

 当該特定地域型保育事業者により特定地域型

保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子

ども（事業所内保育事業を利用する満３歳未満

保育認定子どもにあっては、第３７条第２項に

規定するその他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号において同じ。）を、当該特定地域

型保育の提供の終了に際して、当該満３歳未満

保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者の希望に基づき、引き続き当該連携施設にお

いて受け入れて教育・保育を提供すること。 

 当該特定地域型保育事業者により特定地域型

保育の提供を受けていた支給認定子ども（事業

所内保育事業を利用する支給認定子どもにあっ

ては、第３７条第２項に規定するその他の小学

校就学前子どもに限る。以下この号において同

じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に

際して、当該支給認定子どもに係る支給認定保

護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設に

おいて受け入れて教育・保育を提供すること。

２～７ ［略］ ２～７ ［略］ 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児

童福祉法第６条の３第１２項第２号に規定する事

業を行うものであって、市長が適当と認めるもの

（附則第５項において「特例保育所型事業所内保

育事業者」という。）については、第１項の規定

にかかわらず、連携施設の確保をしないことがで

きる。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児

童福祉法第６条の３第１２項第２号に規定する事

業を行うものであって、市長が適当と認めるもの

（附則第７項において「特例保育所型事業所内保

育事業者」という。）については、第１項の規定

にかかわらず、連携施設の確保をしないことがで

きる。 

９ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提

供の終了に際しては、満３歳未満保育認定子ども

について、連携施設又は他の特定教育・保育施設

等において継続的に提供される教育・保育との円

滑な接続に資するよう、満３歳未満保育認定子ど

もに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・

保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を実施

する者等との密接な連携に努めなければならない。

９ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提

供の終了に際しては、支給認定子どもについて、

連携施設又は他の特定教育・保育施設等において

継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に

資するよう、支給認定子どもに係る情報の提供そ

の他連携施設、特定教育・保育施設等、地域子ど

も・子育て支援事業を実施する者等との密接な連

携に努めなければならない。 

 （利用者負担額等の受領）  （利用者負担額等の受領） 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育を提供した際は、教育・保育給付認定保護者か

ら当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第

２９条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払

を受けるものとする。 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育

を含む。以下この条及び第５０条において準用す

る第１４条において同じ。）を提供した際は、支

給認定保護者から当該特定地域型保育に係る利用

者負担額（法第２９条第３項第２号に掲げる額（

当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育

を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２

号に規定する市が定める額とし、特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては同項第３号に規定



する市が定める額とする。）をいう。）の支払を

受けるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受け

ないときは、教育・保育給付認定保護者から、当

該特定地域型保育に係る特定地域型保育費用基準

額（法第２９条第３項第１号に掲げる額をいう。

次項において同じ。）の支払を受けるものとする。

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受け

ないときは、支給認定保護者から、当該特定地域

型保育に係る特定地域型保育費用基準額（法第２

９条第３項第１号に掲げる額（その額が現に当該

特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは、

 当該現に特定地域型保育に要した費用の額）をい

い、当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項

第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額（その額が現に当該特別利用

地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当

該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を、

 特定利用地域型保育を提供する場合にあっては同

項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額（その額が現に当該特定利

用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、

当該現に特定利用地域型保育に要した費用の額）

をいう。次項において同じ。）の支払を受けるも

のとする。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受け

る額のほか、特定地域型保育の提供に当たって、

当該特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必

要であると認められる対価について、当該特定地

域型保育に要する費用として見込まれるものの額

と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する

金額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給

付認定保護者から受けることができる。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受け

る額のほか、特定地域型保育の提供に当たって、

当該特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必

要であると認められる対価について、当該特定地

域型保育に要する費用として見込まれるものの額

と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する

金額の範囲内で設定する額の支払を支給認定保護

者から受けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定地域型保育において提供される

便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の

支払を教育・保育給付認定保護者から受けること

ができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定地域型保育において提供される

便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の

支払を支給認定保護者から受けることができる。

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育

において提供される便宜に要する費用のうち、

特定地域型保育事業の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、教育・保育給

付認定保護者に負担させることが適当と認めら

れるもの 

 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育

において提供される便宜に要する費用のうち、

特定地域型保育事業の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、支給認定保護

者に負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の

支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当

該費用の額を支払った教育・保育給付認定保護者

に対し交付しなければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の

支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当

該費用の額を支払った支給認定保護者に対し交付

しなければならない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の

金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭

の使途及び額並びに教育・保育給付認定保護者に

金銭の支払を求める理由について書面によって明

らかにするとともに、教育・保育給付認定保護者

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の

金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭

の使途及び額並びに支給認定保護者に金銭の支払

を求める理由について書面によって明らかにする

とともに、支給認定保護者に対して説明を行い、



に対して説明を行い、文書による同意を得なけれ

ばならない。ただし、同項の規定による金銭の支

払に係る同意については、文書によることを要し

ない。 

文書による同意を得なければならない。ただし、

第４項の規定による金銭の支払に係る同意につい

ては、文書によることを要しない。 

 （運営規程）  （運営規程） 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事

業の運営についての重要事項に関する規程（第５

０条において準用する第２３条において「運営規

程」という。）を定めておかなければならない。

第４６条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事

業の運営についての重要事項に関する規程（第５

０条において準用する第２３条において「運営規

程」という。）を定めておかなければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 第４３条の規定により教育・保育給付認定保

護者から支払を受ける費用の種類、支払を求め

る理由及びその額 

 支給認定保護者から受領する利用者負担その

他の費用の種類、支払を求める理由及びその額

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 （勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等） 

第４７条 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保

育認定子どもに対し、適切な特定地域型保育を提

供することができるよう、特定地域型保育事業所

ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければな

らない。 

第４７条 特定地域型保育事業者は、支給認定子ど

もに対し、適切な特定地域型保育を提供すること

ができるよう、特定地域型保育事業所ごとに職員

の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業

所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によ

って特定地域型保育を提供しなければならない。

ただし、満３歳未満保育認定子どもに対する特定

地域型保育の提供に直接影響を及ぼさない業務に

ついては、この限りでない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業

所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によ

って特定地域型保育を提供しなければならない。

ただし、支給認定子どもに対する特定地域型保育

の提供に直接影響を及ぼさない業務については、

この限りでない。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

 （記録の整備）  （記録の整備） 

第４９条 ［略］ 第４９条 ［略］ 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定

子どもに対する特定地域型保育の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間

保存しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対

する特定地域型保育の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

 ［略］    ［略］ 

 次条において準用する第１２条の規定による

特定地域型保育の提供の記録 

 次条において準用する第１２条に規定する特

定地域型保育の提供に係る必要な事項の記録 

 次条において準用する第１９条の規定による

市への通知に係る記録 

 次条において準用する第１９条に規定する市

への通知に係る記録 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

 （準用）  （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び

第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで

及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地

域型保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び

第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで

及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地

域型保育事業について準用する。この場合におい



 地域型保育について準用する。この場合において、

 第１１条中「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保

育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子

どもを除く。以下この節において同じ。）」と、

第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは「

地域型保育」と、第１４条の見出し中「施設型給

付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条

第１項中「施設型給付費（法第２７条第１項の施

設型給付費をいう。以下この項、第１９条及び第

３６条第３項」とあるのは「地域型保育給付費（

法第２９条第１項の地域型保育給付費をいう。以

下この項及び第１９条」と、「施設型給付費の」

とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２

項中「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「

特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と

読み替えるものとする。 

て、第１４条第１項中「施設型給付費（法第２８

条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以

下この項及び第１９条において同じ。）」とある

のは「地域型保育給付費（法第３０条第１項に規

定する特例地域型保育給付費を含む。以下この項

において同じ。）」と、第１４条第１項及び第１

９条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育

給付費」と読み替えるものとする。 

 （特別利用地域型保育の基準）  （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型

保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規

定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなけれ

ばならない。 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供

する場合には、法第４６条第１項に規定する地域

型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別

利用地域型保育に係る法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの数及び特定地域型保育事業所を

現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次

条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の

対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。）の数の総数が、第３７条第２項の

規定により定められた利用定員の数を超えないも

のとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別

利用地域型保育に係る法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する支給認定子ども（次条第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合にあっては

当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもを含む。）の数の総数が、第

３７条第２項の規定により定められた利用定員の

数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、特定地

域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第

１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項

において同じ。）を、それぞれ含むものとして、

この章（第４０条第２項を除き、前条において準

用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第

１３条を除く。次条第３項において同じ。）、第

１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３

条までを含む。）の規定を適用する。この場合に

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、特定地

域型保育には特別利用地域型保育を含むものとし

て、本章（第３９条第２項及び第４０条第２項を

除く。）の規定を適用する。 



おいて、第３９条第２項中「利用の申込みに係る

法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子

どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第

１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

の数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満

３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章にお

いて同じ。）」とあるのは「同項第１号又は第３

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、

 当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、

「同号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「同項第３号に掲げる小学校就学前子ども」と、

「法第２０条第４項の規定による認定に基づき、

保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」と

あるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定

する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関

する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な

方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育

給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認

定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第

１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育

 ・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２

項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と、同条

第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条

第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「

掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の

提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるも

のを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「

前各項」とあるのは「前３項」とする。 

 （特定利用地域型保育の基準）  （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型

保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規

定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなけれ

ばならない。 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供

する場合には、法第４６条第１項に規定する地域

型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合には、当該特定

利用地域型保育に係る法第１９条第１項第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの数及び特定地域型保育事業所を

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合には、当該特定

利用地域型保育に係る法第１９条第１項第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用し



現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（

前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合にあっては、当該特別利用地域型保育

の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。）の数の総数が、第３７条第２項

の規定により定められた利用定員の数を超えない

ものとする。 

ている同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する支給認定子ども（前条第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合にあっては

当該特別利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもを含む。）の数の総数が、第

３７条第２項の規定により定められた利用定員の

数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、特定地

域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含

むものとして、この章の規定を適用する。この場

合において、第４３条第１項中「教育・保育給付

認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保

護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９

条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳未

満保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給

付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法

第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「

法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第４項中

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事

の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満

３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳

以上保育認定子どもに係る第１３条第４項第３号

ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、特定地

域型保育には特定利用地域型保育を含むものとし

て、本章の規定を適用する。 

   附 則    附 則 

１ ［略］ １ ［略］ 

 （特定保育所に関する特例）  （特定保育所に関する特例） 

２ 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特

定保育所をいう。以下同じ。）が特定教育・保育

を提供する場合にあっては、当分の間、第１３条

第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未

満保育認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特定保

育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所

をいう。次項において同じ。）から特定教育・保

育（保育に限る。第１９条において同じ。）を受

 ける者を除く。以下この項において同じ。）」と、

 同条第２項中「当該特定教育・保育」とあるのは

「当該特定教育・保育（特定保育所における特定

教育・保育（保育に限る。）を除く。）」と、同

条第３項中「支払を」とあるのは「支払を、市の

同意を得て、」と、第１９条中「施設型給付費の

支給を受け、又は受けようとしたとき」とあるの

２ 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特

定保育所をいう。以下同じ。）が特定教育・保育

を提供する場合にあっては、当分の間、第１３条

第１項中「法第２７条第３項第２号に掲げる額（

特定教育・保育施設が」とあるのは「当該特定教

育・保育施設が」と、「定める額とする。）をい

う。）」とあるのは「定める額をいう。）」と、

同条第２項中「法第２７条第３項第１号に規定す

る額」とあるのは「法附則第６条第３項の規定に

より読み替えられた法第２８条第２項第１号に規

定する内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額」と、同条第３項中「支払を」とあるの

は「支払を、市の同意を得て、」と、第１９条中

「施設型給付費の支給を受け、又は受けようとし

たとき」とあるのは「法附則第６条第１項の規定

による委託費の支払の対象となる特定教育・保育



は「法附則第６条第１項の規定による委託費の支

払の対象となる特定教育・保育の提供を受け、又

は受けようとしたとき」とし、第６条及び第７条

の規定は適用しない。 

の提供を受け、又は受けようとしたとき」とし、

第６条及び第７条の規定は適用しない。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

  （施設型給付費等に関する経過措置） 

 ４ 特定教育・保育施設が法第１９条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもに対して特定教育・保育又は特別利用保育

を提供する場合においては、当分の間、第１３条

第１項中「法第２７条第３項第２号に掲げる額」

とあるのは「法附則第９条第１項第１号イに規定

する市が定める額」と、「法第２８条第２項第２

号に規定する市が定める額」とあるのは「法附則

第９条第１項第２号ロ に規定する市が定める額

」と、同条第２項中「法第２７条第３項第１号に

規定する額（その額が現に当該特定教育・保育に

要した費用を超えるときは、当該現に特定教育・

保育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第

９条第１項第１号イに規定する内閣総理大臣が定

める基準により算定した額（その額が現に当該特

定教育・保育に要した費用を超えるときは、当該

現に特定教育・保育に要した費用の額）及び同号

ロに規定する市が定める額」と、「法第２８条第

２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該特別

利用保育に要した費用を超えるときは、当該現に

特別利用保育に要した費用の額）」とあるのは「

法附則第９条第１項第２号ロ に規定する内閣総

理大臣が定める基準により算定した額（その額が

現に当該特別利用保育に要した費用を超えるとき

は、当該現に特別利用保育に要した費用の額）及

び同号ロ に規定する市が定める額」とする。

 ５ 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認

定子どもに対して特別利用地域型保育を提供する

場合においては、当分の間、第４３条第１項中「

法第３０条第２項第２号に規定する市が定める額

」とあるのは「法附則第９条第１項第３号イ に

規定する市が定める額」と、同条第２項中「法第

３０条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額（その額が現に

当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超え

るときは、当該現に特別利用地域型保育に要した

費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項第

３号イ に規定する内閣総理大臣が定める基準に

より算定した額（その額が現に当該特別利用地域

型保育に要した費用を超えるときは、当該現に特

別利用地域型保育に要した費用の額）及び同号イ

 に規定する市が定める額」とする。



４ ［略］ ６ ［略］ 

５ ［略］ ７ ［略］ 

   附 則

 この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和元年１０月１日から

施行する。



さいたま市条例第１５号 

さいたま市保育所条例及びさいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業に関する利用者負担額を定める条例の一部を改正する条例

（さいたま市保育所条例の一部改正）

第１条 さいたま市保育所条例（平成１３年さいたま市条例第１７５号）の一部を次

のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （利用者負担額の徴収）  （利用者負担額の徴収） 

第７条 市長は、保育所から保育を受けた児童の教

育・保育給付認定保護者（子ども・子育て支援法

(平成２４年法律第６５号)第２０条第４項に規定

する教育・保育給付認定保護者をいう。）又は扶

養義務者から、さいたま市特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定

める条例（平成２７年さいたま市条例第２０号）

第１条に規定する利用者負担額を徴収する。 

第７条 市長は、保育所から保育を受けた児童の支

給認定保護者（子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第２０条第４項に規定する支給

認定保護者をいう。）又は扶養義務者から、さい

たま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業に関する利用者負担額を定める条例（平成２７

年さいたま市条例第２０号）第１条に規定する利

用者負担額を徴収する。 

 （さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を

定める条例の一部改正）

第２条 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担

額を定める条例（平成２７年さいたま市条例第２０号）の一部を次のように改正す

る。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。



 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号。以下「法」という。）第２

７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９

条第３項第２号及び第３０条第２項各号の規定に

より教育・保育給付認定保護者の属する世帯の所

得の状況その他の事情を勘案して市が定める額（

以下「利用者負担額」という。）を定めるものと

する。

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号。以下「法」という。）第２

７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９

条第３項第２号及び第３０条第２項各号の規定に

より支給認定保護者の属する世帯の所得の状況そ

の他の事情を勘案して市が定める額（以下「利用

者負担額」という。）を定めるものとする。 

附 則

１ ［略］

 （法附則第９条第１項に規定する経過措置におけ

る市が定める額）

２ 法附則第９条第１項第１号イ、第２号イ 及び

ロ 並びに第３号イ の規定により教育・保育給

付認定保護者の属する世帯の所得の状況その他の

事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規

定の政令で定める額を限度として、規則で定める。

附 則

１ ［略］

 （法附則第９条第１項に規定する経過措置におけ

る市が定める額）

２ 法附則第９条第１項第１号イ、第２号イ 及び

ロ 並びに第３号イ の規定により支給認定保護

者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案

して市が定める額は、それぞれ当該規定の政令で

定める額を限度として、規則で定める。

   附 則

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。


